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（つづき） 

建屋 機器名 

圧縮空気貯槽又は圧縮空

気ユニットがない場合の

時間余裕（ｈ） 

圧縮空気貯槽又は圧縮空

気ユニットがある場合の

時間余裕（ｈ） 

精製建屋 

第１一時貯留処理槽 3.0 28 

第２一時貯留処理槽 7.4 45 

第３一時貯留処理槽 5.6 33 

第４一時貯留処理槽 61 61 

第７一時貯留処理槽 27 27 
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（つづき） 

建屋 機器名 

圧縮空気貯槽又は圧縮空

気ユニットがない場合の

時間余裕（ｈ） 

圧縮空気貯槽又は圧縮空

気ユニットがある場合の

時間余裕（ｈ） 

ウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋

硝酸プルトニウム貯槽 7.1 24 

混合槽 9.6 33 

一時貯槽 7.1 24 

高レベル廃液ガラス固化

建屋 

高レベル濃縮廃液貯槽 84 － 

高レベル濃縮廃液一時貯槽 210 － 

高レベル廃液混合槽 160 － 

供給液槽 280 － 

供給槽 230 － 

不溶解残渣廃液一時貯槽 9100 － 

不溶解残渣廃液貯槽 6100 － 

高レベル廃液共用貯槽 ※ 

（高レベル濃縮廃液貯蔵時） 
48 － 

※ 不溶解残渣廃液貯蔵時は 17000ｈ。
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補足説明資料 8－8（２８条） 

８．放射線分解により発生する水素による 

爆発への対処 
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補足説明資料８－８ 

圧縮空気貯槽及び圧縮空気ユニットと予備圧縮空気ユニットの動作原理につ

いて 

１．圧縮空気貯槽 

分離建屋及び精製建屋には圧縮空気貯槽を設置し、水素掃気機能が喪失し

た場合に直ちに圧縮空気が供給される設計とする。圧縮空気貯槽の概要図を

図１に示す。 

圧縮空気貯槽には通常運転時に安全圧縮空気系からの約 0.7MPa の圧縮空

気で蓄圧し、空気を蓄える。圧縮空気を供給する経路にはオリフィス又は減

圧弁が設置され，安全圧縮空気系の圧力が低下した場合に，母管との差圧で

圧縮空気が自動的に供給される。 

図１．圧縮空気貯槽の概要図 
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２．圧縮空気ユニット 

ウラン・プルトニウム混合建屋には圧縮空気ユニットを設置し、水素掃気

機能が喪失した場合に直ちに圧縮空気が供給される設計とする。圧縮空気ユ

ニットの概要図を図２に示す。

圧縮空気ユニット及び安全圧縮空気系の間には，安全圧縮空気系からの圧

縮空気により閉となるＯＮ－ＯＦＦ弁を設置する。安全圧縮空気系の圧力が

低下すると，ＯＮ－ＯＦＦ弁が開放し，自動で空気を供給する。 

図２．圧縮空気ユニットの概要図 
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3．予備圧縮空気ユニット 

予備圧縮空気ユニットは，未然防止濃度に到達するまでの時間が 24 時間

未満である重大事故の水素爆発を想定する機器の安全圧縮空気系に設置する。

予備圧縮空気ユニットの概要図を図３に示す。 

予備圧縮空気ユニット及び安全圧縮空気系の間には，安全圧縮空気系から

の圧縮空気により閉となるＯＮ－ＯＦＦ弁を設置する。安全圧縮空気系の圧

力が低下すると，ＯＮ－ＯＦＦ弁が開放し，自動で空気を供給する。 

 

 

図３．予備圧縮空気ユニットの概要図 
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4. 圧縮空気貯槽及び圧縮空気ユニットと予備圧縮空気ユニットの系統構成

について

上記のとおり，圧縮空気貯槽及び圧縮空気ユニット，また，これらの代替

設備としての予備圧縮空気ユニットは安全圧縮空気系へ接続する。以下に，

これらの系統構成の妥当性を示す。 

 図４に，例として，分離建屋及び精製建屋における圧縮空気貯槽及び予備

圧縮空気ユニットが接続する機器の一般的な系統構成を示す。 

図４．分離建屋及び精製建屋において圧縮空気貯槽及び予備圧縮空気ユニッ

トが接続する機器の一般的な系統構成

図４に示すように，分離建屋及び精製建屋において，圧縮空気貯槽及び予

備圧縮空気ユニットが接続する機器の気相部へ直接圧縮空気を供給可能な配

水素掃気用配管
（発生防止）

計装配管
（拡大防止）

VOG

セル

貯槽

予備圧縮空気
ユニット

手動圧縮空気
ユニット

圧縮空気
貯槽

L

かくはん用配管
（拡大防止）

D

D

L

凡例

自動弁（空気作動弁）

手動弁（流量調節弁）

逆止弁

液位計

密度計
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管は安全圧縮空気系のみであり，その他の配管は液浸配管である。なお，液

位計の気相部の計装配管は機器の VOG 配管に接続しており，圧縮空気を機器

内の気相部へ直接供給することができない。 

 機器内の液位は運転により変動するため，液浸配管から圧縮空気を供給す

る場合は，その水頭圧により圧縮空気の流量が変動するため，必要な水素掃

気流量を確保するための流量調整が必要となる。このため，水素爆発未然防

止濃度に至る時間余裕を確実に確保するため，圧縮空気供給を人の操作に頼

ることなく，自動で速やかに供給する必要がある圧縮空気貯槽及び予備圧縮

空気ユニットについては，溶液の水頭圧の影響を受けない機器内の気相部へ

供給することが適切である。 

 なお、手動圧縮空気ユニットについては，液浸配管に圧縮空気を供給する

が，人の操作により流量調整を実施するため，必要な水素掃気流量を確保す

ることができる。 
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補足説明資料 8－9（２８条） 

８．放射線分解により発生する水素による 

爆発への対処 
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補足説明資料 ８－９ 

水素濃度計について 

1．水素濃度計の測定原理

水素掃気系統から圧縮空気が各機器に供給されていることは，各機器への

水素掃気配管に設置される可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計により確認する。

また，セル導出ユニットに設置する可搬型セル導出ユニット流量計を用いて，

供給した圧縮空気が水素爆発を想定する機器を経由して排出されることを確

認する。さらに，代表機器の水素濃度を測定することで，水素濃度が上昇し

ないことを監視する。 

機器内の水素濃度を測定するために用いる可搬型水素濃度計は，熱伝導式

のものを用いる。熱伝導式の水素検出器は，第１図に示すとおり，白金線コ

イルにより加熱された検知素子にガスが接触すると，ガス固有の熱伝導率に

より熱放散の状態が変わり，検知素子の温度が変化する。この変化はガス濃

度にほぼ比例することから，白金線の抵抗値の変化をブリッジ回路の偏差電

圧として取り出し水素濃度を測定することができる。なお，機器内水素濃度

の計測範囲0～25vol％において，計器仕様は最大±1.25vol％の誤差を生じ

る可能性があるが，この誤差があることを理解した上で，水素爆発を想定す

る機器内の水素濃度の推移，傾向（トレンド）を監視する。 
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図１．可搬型水素濃度計の測定原理の概要図 
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2．可搬型水素濃度計の構成について 

機器内の水素濃度の測定においては，以下の装置をユニット化した可搬型

水素濃度計を用いて測定を行う。各装置及び配管は可能な限りステンレス鋼

製とし，硝酸の影響を受け難いように設計する。 

これにより使用する条件下において水素濃度測定への影響は十分小さい設

計とする。 

(１) 冷却器

自然空冷式のコイル型冷却器である。冷却器はサンプリングガスを可

搬型水素濃度計入口において予め冷却することにより，機器から吸入

する可能性のある水蒸気及び硝酸蒸気を除去することで，水素濃度計

本体の検出器の劣化を防止する。 

(２) 凝縮液回収容器

凝縮液回収容器は冷却器において発生した凝縮液を回収する容器で

ある。凝縮液回収容器は凝縮液の液位をサイドグラスから目視できる

設計とし，必要に応じて遮へい材を設置できる構成とする。凝縮水が

蓄積した場合には，凝縮液を水素爆発を想定する機器内へ排出できる

設計とする。 

(３) 吸着剤カラム

吸着剤カラムはソーダ石灰により硝酸蒸気を吸着する機能を有する。

これにより，水素濃度計本体の劣化を防止する。 

(４) 真空ポンプ

真空ポンプは，水素濃度を測定する機器に設置される配管を介して，

水素濃度の測定に必要なサンプリングガスを水素濃度計に導入する容

量を有する。真空ポンプは防爆構造のポンプを採用し，必要に応じて
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交換可能な設計とする。 

(５) 水素濃度計

水素濃度計は，熱伝導式の汎用品を用いる。水素濃度計は防爆構造

とし，ボルト操作等で容易に交換可能な設計とする。 

(６) 電源装置及び指示計ユニット

電源装置は，バッテリ、ＤＣ／ＡＣインバータ，充電器，ＡＣ／Ｄ

Ｃパワーサプライから構成され，外部電源からの給電無しで動作可能

な設計とする。また，外部電源復旧後は，100Ｖの電源により充電及び

動作可能な設計とする。指示計ユニットは水素濃度を容易に目視でき

るように設置する。 
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3．可搬型水素濃度計内での水素燃焼及び爆轟の可能性について 

可搬型水素濃度計では，以下の理由から水素燃焼及び爆轟が生じないこと

を確認した。 

機器内の水素濃度の測定は，水素爆発を想定する機器内に圧縮空気が供給

されている状態に限定する。これにより，サンプリングガスは可燃限界濃度

である４ｖｏｌ％を超えないことから，可搬型水素濃度計内での水素燃焼及

び爆轟は生じない。 
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4．可搬型水素濃度計からの水素漏えい防止及び汚染拡大対策 

可搬型水素濃度計を用いた水素爆発を想定する機器内の水素濃度の計測は，

計測後のガスを水素爆発を想定する機器内又は塔槽類廃ガス処理設備に戻す

構成となっており，外部に対して閉じた系とし，系外への漏えいが発生しな

いよう，ステンレス鋼チューブと構成機器をカプラで接続する。 

よって，可搬型水素濃度計からの水素漏えい及び汚染拡大の可能性は低い。 
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5．可搬型水素濃度計の計測タイミングについて 

圧縮空気供給前において，分離建屋，精製建屋およびウラン・プルトニウ

ム混合脱硝建屋の水素爆発を想定する機器へ空気貯槽等から圧縮空気が供給

されるため，初動から対策における水素濃度推移は緩慢である。また，水素

濃度の上昇傾向を把握するためには，複数回の間隔を設けた測定が必要であ

り，時間を要する。 

前処理建屋，ガラス固化建屋においては，水素濃度の上昇が非常に緩慢で

あり，水素濃度の上昇傾向を把握できない。 

分離建屋、精製建屋およびウラン・プルトニウム混合脱硝建屋において，

何らかの原因により空気貯槽等から圧縮空気が供給されない場合，制限時間

までの時間が極端に短くなる可能性がある。 

このため，水素爆発を想定する機器へ圧縮空気を供給することを優先し，

当該対策後に水素濃度が下がっていることを確認し，対策が成功している状

態を監視する。 

水素濃度の上昇速度の速い精製建屋の重要度高機器の水素濃度推移の例を

図１に示す。空気貯槽からの圧縮空気に対して水素の発生のみを考慮してい

る。実際は酸素等の発生があるため、初動対応から対策を実施する期間にお

ける水素濃度の傾向は横ばいに近くなると考えられる。 

前処理建屋、高レベル廃液ガラス固化建屋の例を図２に示す。水素の発生

のみを考慮した水素濃度推移でも，ほぼ横ばいであり，初動対応から対策を

実施する期間において水素濃度の傾向に変化はない。 

このため，対策を優先し，対策後に水素濃度推移に上昇傾向が無いことを

監視する。 
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図１．精製建屋の代表機器の水素濃度の推移 

図２．前処理建屋，高レベル廃液ガラス固化建屋の 

代表機器の水素濃度の推移の例 
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補足説明資料 8－10（２８条） 

８．放射線分解により発生する水素による 

爆発への対処 
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補足説明資料８－10 

水素掃気に必要な空気流量の計算方法について 

1. はじめに

水素爆発を想定する機器について，機器内の気相部の水素濃度を可燃限

界濃度未満に維持するために必要な空気流量の評価方法を概説する。 

2. 評価の方法

2.1 非沸騰時の評価 

機器内の水素濃度を可燃限界濃度未満に維持するために必要な空気

流量を以下のとおり評価する。 

水素発生速度を下式より求める。以下の式は，再処理施設の設計及

び工事の方法の認可申請書における火災及び爆発の防止設計の水素発

生量の評価式と同等である。 

方法 

水相のみの場合， 

Ｆ
Ｈ

２

＝8.36×10－６×Ｖ
ａｑ

× Ｑ
α，ａｑ

×Ｇ
α，ａｑ

＋Ｑ
βγ，ａｑ

×Ｇ
βγ，ａｑ

ここで， 

Ｆ
Ｈ

２

：水素発生速度（ｍ３／ｈ［ｎｏｒｍａｌ］） 

Ｖａｑ：水相の液量（ｍ３） 

Ｑα，ａｑ：機器内の水相の単位液量あたりのα崩壊熱量（Ｗ／ｍ３） 

Ｑβγ，ａｑ：機器内の水相の単位液量あたりの βγ 崩壊熱量（Ｗ／ｍ３） 

Ｇα，ａｑ：水相での α 線のＧ値（Ｍｏｌｅｃｕｌｅｓ／100ｅＶ） 
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Ｇβγ，ａｑ：水相での βγ 線のＧ値（Ｍｏｌｅｃｕｌｅｓ／100ｅ

Ｖ） 

有機相のみの場合， 

Ｆ
Ｈ

２

＝8.36×10－６×Ｖ
ｏｒｇ

× Ｑ
α，ｏｒｇ

×Ｇ
α，ｏｒｇ

＋Ｑ
βγ，ｏｒｇ

×Ｇ
βγ，ｏｒｇ

ここで， 

Ｖｏｒｇ：有機相の液量（ｍ３） 

Ｑα，ｏｒｇ：機器内の有機相の単位液量あたりのα崩壊熱量（Ｗ／

ｍ３） 

Ｑβγ，ｏｒｇ：機器内の有機相の単位液量あたりの βγ 崩壊熱量 

（Ｗ／ｍ３） 

Ｇα，ｏｒｇ：有機相での α 線のＧ値（Ｍｏｌｅｃｕｌｅｓ／100ｅ

Ｖ） 

Ｇβγ，ｏｒｇ：有機相での βγ 線のＧ値（Ｍｏｌｅｃｕｌｅｓ／100ｅ

Ｖ） 

水相及び有機相が混在する場合， 

Ｆ
Ｈ

２

＝8.36×10－６× Ｖ
ａｑ

× Ｑ
α，ａｑ

×Ｇ
α，ａｑ

＋

Ｖ
ａｑ

×Ｑ
βγ，ａｑ

＋Ｖ
ｏｒｇ

×Ｑ
βγ，ｏｒｇ

Ｖ
ａｑ

＋Ｖ
ｏｒｇ

×Ｇ
βγ，ａｑ

＋

Ｖ
ｏｒｇ

× Ｑ
α，ｏｒｇ

×Ｇ
α，ｏｒｇ

＋	

Ｖ
ａｑ

×Ｑ
βγ，ａｑ

＋Ｖ
ｏｒｇ

×Ｑ
βγ，ｏｒｇ

Ｖ
ａｑ

＋Ｖ
ｏｒｇ

×Ｇ
βγ，ｏｒｇ

水素発生速度を用いて，以下の式より機器を可燃限界濃度未満に維
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持するために必要な空気流量を求める。 

Ｆ＝
Ｆ

Ｈ２

0.04

ここで， 

Ｆ：可燃限界濃度未満に維持するために必要な空気流量 

（ｍ３／ｈ［ｎｏｒｍａｌ］） 

2.2 沸騰時の評価 

評価方法は基本的には 2.1 に記した方法と同様である。しかし，機器内の

溶液が沸騰している場合，沸騰に伴う溶液の攪拌により水素発生量が気相部

に追い出されやすくなり，みかけ上のＧ値が大きくなる。この効果を反映す

るために，沸騰を想定する機器のＧ値を２倍する。 

また，高レベル濃縮廃液について，東海再処理工場の高レベル廃液から発

生する水素の測定
（ １ ）

実績
（ ２ ）

を踏まえてＧ値を 1/20 としているが，沸騰環境では

同様の効果が持続するかは不明である。このため，沸騰時の評価では本低減

効果も考慮しない。 

以上を踏まえて，以下の式から沸騰時に必要な水素掃気流量を評価する。

沸騰時の水素発生量の不確実さを考慮し，1.5 倍の安全余裕を見込む。 

Ｆ ＝
Ｆ'

Ｈ２

0.04
1.5

ここで， 

Ｆboil：沸騰時の水素発生量に対して可燃限界濃度未満に維持する

ために必要な空気流量（ｍ３／ｈ［ｎｏｒｍａｌ］） 

Ｆ’H2：沸騰時の水素発生量（ｍ３／ｈ［ｎｏｒｍａｌ］） 

320



補 8-10-4 

3. 対策において供給する流量

水素掃気機能喪失は，空気圧縮機の多重故障，安全冷却水系の外部ループ

の機能喪失又は全交流動力電源の喪失により発生することから，多くの場合，

冷却機能の喪失と同時に発生する。 

このため，対策時に供給する圧縮空気の流量は，2.2 で求めた流量とし，

沸騰蒸気の凝縮とともに水素が凝縮器近傍等で濃縮することを防止すること

とする。 
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補足説明資料 8－11（２８条） 

８．放射線分解により発生する水素による 

爆発への対処 
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補足説明資料８－１１ 

可搬型空気圧縮機による圧縮空気の供給による 

水素濃度の推移について 

１．はじめに 

安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失すると，水素爆発を想定する機

器の水素濃度が上昇し始める。水素濃度の上昇速度は，機器に貯蔵する溶

液性状，崩壊熱量及び機器の空間容積に依存する。このため，水素爆発未

然防止濃度（８ｖｏｌ％）到達までの時間余裕が 24 時間未満の機器に対

して，圧縮空気貯槽，圧縮空気ユニット，予備圧縮空気ユニット及び手動

圧縮空気ユニットにより，24 時間は機器内水素濃度を８ｖｏｌ％に維持

するために必要な圧縮空気が供給される。 

本対応により時間余裕を確保し，発生防止対策として可搬型空気圧縮

機から圧縮空気を供給することにより，水素濃度は低下傾向となる。また，

発生防止対策が機能しない場合は，拡大防止対策に移行するが，重大事故

の水素爆発を想定する機器のうち，発生防止対策及び拡大防止対策が終了

した時点において機器内水素濃度が４ｖｏｌ％を越えている場合がある。 

水素掃気機能喪失後から発生防止対策又は拡大防止対策の完了までの

機器内の水素濃度の推移について以下に示す。 

２．評価方法 

（１）条件

評価条件の一覧を第１表に示す。 

①対象機器

水素爆発を想定する機器すべてについて水素濃度の推移を評価する。 
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②初期水素濃度

補足説明資料８－６に示す初期水素濃度の計算方法と同様である。 

③圧縮空気の供給流量

圧縮空気貯槽，圧縮空気ユニット又は予備圧縮空気ユニットからの

空気の供給流量は，補足説明資料８－６の 2.2 に示す評価方法と同様

に，圧力の減少に伴う流量の変化を逐次計算することにより決定する。

また，空気の供給タイミングはｔ＝０とする。 

手動圧縮空気ユニットの圧縮空気の供給流量は，８ｖｏｌ％に維持

するために必要な圧縮空気量の一定値とする。 

また，空気の供給タイミングは，タイムチャートに基づく圧縮空気

供給開始時間とする。 

可搬型空気圧縮機からの圧縮空気の供給流量は，機器内水素濃度を

４％に維持するための流量の 1.5 倍とする。沸騰のおそれのある機器

については沸騰による溶液のかくはんに伴い，水素発生量が増加する

可能性があることから，更に２倍とする。 

④空間容量

 未然防止濃度に到達するまでの時間を評価する際に用いた空間容量

を用いる。（満液状態を考慮した。液量が少ないと水素発生量が少なく

なり，24 時間で８％に到達しないため。） 

⑤水素発生速度

未然防止濃度に到達するまでの時間を評価する際に用いた水素八世速

度を用いる。（満液状態を考慮しており，水素発生量が多くなるため，

濃度が低下しにくくなる側の想定となる。）

対象機器の溶液が沸騰する場合，G 値を２倍とする。また，高レベル廃

液ガラス固化建屋の高レベル廃液の場合，沸騰に伴い東海再処理工場
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を参考として設定した水素発生の抑制効果は考慮しないこととし，G 値

を 40 倍とする。 

（２）評価方法

水素濃度の推移の計算には(1)式を用いる。 

 )(2
2 tQf

Vg

y

Vg

f

dt

dy
H

H  （1） 

ここで，y は水素濃度[vol％]，Vg は空間容量[m3]，fH2は水素発生速度

[Nm3/h]、Q(t)は圧縮空気の供給量[m3/h]である。 

fH2 は沸騰の有無で可変とする。Q(t)は圧縮空気貯槽及び圧縮空気ユニ

ットの圧力に応じて可変とし，また，対策実施時間で可変とする。 
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表１ 主な評価条件 

建屋※ 機器名称
機器気相部 

体積 Vg 
(m3) 

水素発生 

速度 FH2 
(m3/h) 

沸騰時水素 

発生速度 FH2

(m3/h) 

対策時流量 

(沸騰を考慮)Q 
(m3/h)

手動圧縮空気ユニットからの

流量(8vol%維持流量を仮定)
Q(m3/h) 

AA ハル洗浄槽 A 0.038 2.2E-06 - 0.03 2.0E-02 

AA ハル洗浄槽 B 0.038 2.2E-06 - 0.03 2.00E-02 

AA 水バッファ槽 0.69 4.3E-04 - 0.03 2.0E-02 

AA 中継槽 A 2.7 2.2E-03 4.3E-03 0.16 2.7E-02 

AA 中継槽 B 2.7 2.2E-03 4.3E-03 0.16 2.7E-02 

AA リサイクル槽 A 0.47 6.1E-04 1.3E-03 0.046 2.0E-02 

AA リサイクル槽 B 0.47 6.1E-04 1.3E-03 0.046 2.0E-02 

AA 不溶解残渣回収槽 A 2.4 3.4E-05 3.4E-05 0.03 2.0E-02 

AA 不溶解残渣回収槽 B 2.4 3.4E-05 3.4E-05 0.03 2.0E-02 

AA 計量前中間貯槽 A 7.8 7.6E-03 1.6E-02 0.57 9.5E-02 

AA 計量前中間貯槽 B 7.8 7.6E-03 1.6E-02 0.57 9.5E-02 

AA 計量・調整槽 7.8 5.7E-03 1.2E-02 0.43 7.2E-02 

AA 計量後中間貯槽 7.8 5.7E-03 1.2E-02 0.43 7.2E-02 

AA 計量補助槽 1.6 1.6E-03 3.2E-03 0.12 2.0E-02 

AA 中間ポット A 0.06 4.0E-05 7.9E-05 0.03 2.0E-02 

AA 中間ポット B 0.06 4.0E-05 7.9E-05 0.03 2.0E-02 

AB 抽出塔 0.22 53E-03 - 0.20 6.7E-02 

AB 第１洗浄塔 0.22 3.3E-03 - 0.13 4.1E-02 

AB 第２洗浄塔 0.22 1.6E-03 - 0.058 2.0E-02 

AB ＴＢＰ洗浄塔 0.058 4.9E-03 - 0.19 6.1E-02 

AB プルトニウム分配塔 0.29 2.6E-03 - 0.097 3.3E-02 

AB ウラン洗浄塔 0.049 5.4E-04 - 0.03 2.0E-02 

AB プルトニウム洗浄器 1.1 2.1E-04 - 0.03 2.0E-02 
AB プルトニウム溶液受槽 0.15 1.2E-03 - 0.043 2.0E-02 
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建屋※ 機器名称
機器気相部 

体積 Vg 
(m3) 

水素発生 

速度 FH2 
(m3/h) 

沸騰時水素 

発生速度 FH2

(m3/h) 

対策時流量 

(沸騰を考慮)Q 
(m3/h)

手動圧縮空気ユニットからの

流量(8vol%維持流量を仮定)
Q(m3/h) 

AB プルトニウム溶液中間貯槽 0.15 1.2E-03 - 0.043 2.0E-02 
AB 第１一時貯留処理槽 0.15 6.8E-03 1.4E-02 0.51 8.5E-02 

AB 第２一時貯留処理槽 0.15 1.6E-03 - 0.059 2.0E-02 

AB 第３一時貯留処理槽 11 3.8E-03 7.7E-03 0.29 4.8E-02 

AB 第４一時貯留処理槽 11 3.2E-03 6.4E-03 0.24 4.0E-02 

AB 第５一時貯留処理槽 0.15 1.4E-03 - 0.052 2.0E-02 

AB 第６一時貯留処理槽 1 1.1E-02 2.1E-02 0.78 1.3E-01 

AB 第７一時貯留処理槽 0.02 5.4E-04 1.1E-03 0.040 2.0E-02 

AB 第８一時貯留処理槽 0.07 3.0E-03 5.9E-03 0.22 3.7E-02 

AB 第９一時貯留処理槽 3.6 4.6E-03 - 0.17 5.7E-02 
AB 第 10 一時貯留処理槽 3.6 2.4E-05 - 0.03 2.0E-02 
AB 第１洗浄器 1.9 2.4E-05 - 0.03 2.0E-02 
AB 高レベル廃液供給槽Ａ 4.5 1.2E-03 2.3E-03 0.085 2.0E-02 
AB 高レベル廃液濃縮缶Ａ 31 4.6E-02 9.2E-02 3.5 5.8E-01 
AB 溶解液中間貯槽 11 5.7E-03 1.2E-02 0.43 7.2E-02 

AB 溶解液供給槽 2.3 1.4E-03 2.8E-03 0.11 2.0E-02 

AB 抽出廃液受槽 4.4 2.0E-03 3.9E-03 0.15 2.5E-02 

AB 抽出廃液中間貯槽 4.1 2.6E-03 5.2E-03 0.20 3.3E-02 

AB 抽出廃液供給槽 A 18 8.1E-03 1.7E-02 0.61 1.1E-01 

AB 抽出廃液供給槽 B 18 8.1E-03 1.7E-02 0.61 1.1E-01 
AC プルトニウム溶液供給槽 0.26 1.5E-03 - 0.056 2.0E-02 
AC 抽出塔 0.019 1.7E-03 - 0.064 2.2E-02 
AC 核分裂生成物洗浄塔 0.019 1.4E-03 - 0.050 2.0E-02 
AC 逆抽出塔 0.019 2.5E-03 - 0.093 3.1E-02 

AC ウラン洗浄塔 0.0016 6.0E-04 - 0.03 2.0E-02 

AC 補助油水分離槽 0.0076 2.8E-04 - 0.03 2.0E-02 
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建屋※ 機器名称
機器気相部 

体積 Vg 
(m3) 

水素発生 

速度 FH2 
(m3/h) 

沸騰時水素 

発生速度 FH2

(m3/h) 

対策時流量 

(沸騰を考慮)Q 
(m3/h)

手動圧縮空気ユニットからの

流量(8vol%維持流量を仮定)
Q(m3/h) 

AC TBP 洗浄器 0.059 1.9E-04 - 0.03 2.0E-02 
AC プルトニウム溶液受槽 0.088 1.4E-03 2.8E-03 0.11 2.0E-02 
AC 油水分離槽 0.11 1.4E-03 2.8E-03 0.11 2.0E-02 
AC プルトニウム濃縮缶供給槽 0.18 4.7E-03 9.3E-03 0.35 5.8E-02 
AC プルトニウム溶液一時貯槽 0.19 4.7E-03 9.3E-03 0.35 5.8E-02 
AC プルトニウム濃縮缶 0.24 7.1E-04 - 0.03 2.0E-02 
AC プルトニウム濃縮液受槽 0.13 3.4E-03 6.7E-03 0.26 4.2E-02 
AC プルトニウム濃縮液一時貯槽 0.1 5.2E-03 1.1E-02 0.39 6.5E-02 
AC プルトニウム濃縮液計量槽 0.13 3.4E-03 6.7E-03 0.26 4.2E-02 
AC リサイクル槽 0.13 3.4E-03 6.8E-03 0.26 4.3E-02 

AC 希釈槽 0.11 3.9E-03 7.7E-03 0.29 4.8E-02 
AC プルトニウム濃縮液中間貯槽 0.13 3.4E-03 6.8E-03 0.26 4.3E-02 
AC 第 1 一時貯留処理槽 0.12 2.9E-03 5.7E-03 0.22 3.6E-02 

AC 第 2 一時貯留処理槽 0.12 1.3E-03 2.5E-03 0.093 2.0E-02 

AC 第 3 一時貯留処理槽 0.18 2.4E-03 4.7E-03 0.18 3.0E-02 

AC 第 4 一時貯留処理槽 0.13 1.7E-04 - 0.03 2.0E-02 

AC 第 7 一時貯留処理槽 2.8 6.5E-03 - 0.24 8.1E-02 
CA 硝酸プルトニウム貯槽 0.33 3.5E-03 6.9E-03 0.26 4.4E-02 
CA 混合槽 A 0.33 2.7E-03 5.3E-03 0.20 3.3E-02 

CA 混合槽 B 0.33 2.7E-03 5.3E-03 0.20 3.3E-02 

CA 一時貯槽 0.33 3.5E-03 6.9E-03 0.26 4.4E-02 
KA 第１高レベル濃縮廃液貯槽 12 1.3E-02 4.9E-01 18 1.6E-01 
KA 第２高レベル濃縮廃液貯槽 12 1.3E-02 4.9E-01 18 1.6E-01 
KA 第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 7.6 2.9E-03 1.2E-01 4.3 3.6E-02 
KA 第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 7.6 2.9E-03 1.2E-01 4.3 3.6E-02 
KA 高レベル廃液混合槽Ａ 7.9 3.8E-03 1.5E-01 5.7 4.7E-02 
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建屋※ 機器名称
機器気相部 

体積 Vg 
(m3) 

水素発生 

速度 FH2 
(m3/h) 

沸騰時水素 

発生速度 FH2

(m3/h) 

対策時流量 

(沸騰を考慮)Q 
(m3/h)

手動圧縮空気ユニットからの

流量(8vol%維持流量を仮定)
Q(m3/h) 

KA 高レベル廃液混合槽Ｂ 7.9 3.8E-03 1.5E-01 5.7 4.7E-02 
KA 供給液槽Ａ 3.3 9.4E-04 3.8E-02 1.4 2.0E-02 

KA 供給液槽Ｂ 3.3 9.4E-04 3.8E-02 1.4 2.0E-02 

KA 供給槽Ａ 1.1 3.8E-04 1.5E-02 0.57 2.0E-02 

KA 供給槽Ｂ 1.1 3.8E-04 1.5E-02 0.57 2.0E-02 
KA 第１不溶解残渣廃液一時貯槽 3.8 3.4E-05 3.4E-05 0.03 2.0E-02 
KA 第２不溶解残渣廃液一時貯槽 3.8 3.4E-05 3.4E-05 0.03 2.0E-02 
KA 第１不溶解残渣廃液貯槽 20 2.7E-04 2.7E-04 0.03 2.0E-02 
KA 第２不溶解残渣廃液貯槽 20 2.7E-04 2.7E-04 0.03 2.0E-02 
KA 高レベル廃液共用貯槽 7.3 1.3E-02 4.9E-01 18 1.6E-01 
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３．評価結果 

機器内水素濃度の推移について評価結果を図１から図 10 に示す。 

図１．前処理建屋の機器に関する水素濃度推移（発生防止対策） 
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図２．分離建屋の機器に関する水素濃度推移（発生防止対策） 
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図３．精製建屋の機器に関する水素濃度推移（発生防止対策） 
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図４．ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の機器に関する水素濃度推移 

（発生防止対策） 

 

  

333



補 8-11-12 

 

図５．高レベル廃液ガラス固化建屋の機器に関する水素濃度推移 

（発生防止対策） 
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図６．前処理建屋の機器に関する水素濃度推移（拡大防止対策） 
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図７．分離建屋の機器に関する水素濃度推移（拡大防止対策） 
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図８．精製建屋の機器に関する水素濃度推移（拡大防止対策） 
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図９．ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の機器に関する水素濃度推移 

（拡大防止対策） 

 

  

338



補 8-11-17 

図 10．高レベル廃液ガラス固化建屋の機器に関する水素濃度推移 

（拡大防止対策） 
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補足説明資料 8－12（２８条） 

８．放射線分解により発生する水素による

爆発への対処 
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補足説明資料８－１２

事故環境における重大事故等対処施設の機能維持

１．はじめに

水素爆発への対処は，安全圧縮空気系の水素掃気機能の喪

失が発生した場合に実施するため，水素爆発への対処に使用

する重大事故等対処施設には，安全圧縮空気系の水素掃気機

能の喪失に伴って生じる環境条件の変化を想定した場合でも，

必要な機能を有効に発揮することが求められる。 

以下に，重大事故等対処施設が機能を有効に発揮できるこ

とを説明する。 

２．水素爆発未然防止設備 

(１ ) 常設重大事故等対処設備（圧縮空気貯槽，圧縮空気ユニッ

ト，予備圧縮空気ユニット，手動圧縮空気ユニット，圧縮空

気供給系，圧縮空気設備の水素掃気用安全圧縮空気系，発生

防止用圧縮空気供給系，その他圧縮空気を供給するための系

統） 

ａ．温度 

水素爆発の発生防止対策は水素爆発前に実施されること

から，温度条件としては平常時と同じであり，重大事故の

影響を受けることはない。

ｂ．圧力 

重大事故等対処設備に供給される圧縮空気の圧力は重

大事故等対処設備の使用圧力に対して小さいこと，または

342



補 8-12-2 

重大事故等対処設備に供給される圧縮空気の圧力※を必

要に応じて減圧し，供給することから，設備の機能を損な

うことはない。 

※圧縮空 気貯槽及 び可搬型 空気圧縮 機：約 0.69MPa

圧縮空気 ユニット ：約 14MPa

ｃ．放射線

水素爆発の発生防止対策は，水素爆発発生前に実施する

ことから，その放射線環境は平常時と同じであり，設備の

機能を損なうことはない。 

(２ ) 可搬型重大事故等対処設備（可搬型空気圧縮機，可搬型個

別供給用建屋外ホース，可搬型個別供給用建屋内ホース，

可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース）

ａ．温度 

可搬型個別供給用建屋外ホース等は可搬型空気圧縮機か

ら供給される圧縮空気を送気するのみである。

発生防止対策は，水素爆発前に実施されることから，温

度条件としては平常時と同じであり，重大事故の影響を受

けることはない。

ｂ．圧力 

可搬型個別供給用建屋外ホース等は，可搬型空気圧縮機

からの圧縮空気の供給圧力（約 0.69MPa 程度）を必要に応

じて減圧し，供給することから有意な影響はない。

ｃ．放射線 

水素爆発の発生防止対策は，水素爆発発生前に実施する

ことから，その放射線環境は平常時と同じであり，設備の

機能を損なうことはない。 
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３．水素爆発拡大防止設備 

(１ ) 常設重大事故等対処設備（圧縮空気供給系，拡大防止用圧

縮空気供給系）

ａ．温度 

水素爆発の拡大防止対策は水素爆発前に実施されること

から，水素爆発の影響を受けることはなく，温度条件は平

常時と同じであるため，設備の機能を損なうことはない。

また，仮に水素爆発が発生した場合でも，水素爆発による

温度の上昇は一時的なものであることから，設備の機能を

損なうことはない。 

ｂ．圧力

圧縮空気を供給するための常設重大事故等対処設備の配

管は，可搬型空気圧縮機からの圧縮空気の供給圧力（約

0.69ＭＰａ程度）を必要に応じて減圧し，供給することか

ら有意な影響はない。 

仮に水素爆発が発生した場合でも，建屋外に配備する重

大事故等対処設備は水素爆発の影響を受けることはないこ

と，水素爆発の発生を想定する機器の近傍に設置される重

大事故等対処設備は水素爆発の影響を受ける可能性がある

が，水素爆発が発生した場合の爆発圧力に対して十分な強

度を有することから，設備の機能を損なうことはない＊。

＊ 爆発 の圧力が 太めの配 管の内側 から加わ った場合

  耐圧 は下式 ＊ １ より約 29ＭＰａと なる。  

Do：外径 (mm)＝ 114.3mm 

η：継手 効率＝ 1.0 

Ｓ：許容 引張応力 (MPa)＝ 404.1MPa 

（ SUS304 の引張り 強さの 0.9 倍）

2
0.8
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ｔ：厚さ (mm)＝ 4.0mm 
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爆発の圧 力が配管 の外側か ら加わっ た場合

耐圧は下 式 ＊ １ より 約 19ＭＰ ａとなる 。

ｔ：管の 計算上必 要な厚さ (mm)＝ 4.0mm 

D 0： 管の 外径＝ 114.3mm 

Pe：外面 に受ける 最高の圧 力 (MPa) 

B：付録材 料図表 21 から求め た値 =420 

仮に水素 爆発が起 こったと しても圧 力はせい ぜい数 MPa である た

め，拡大 防止用圧 縮空気供 給系が使 用できな くなるこ とはない 。  

＊１ 「 再処理設 備規格 設計規格 (2010 年版 ），日本 機械学会 ，

JSME S RA1-2010」 に記載の 式を変形

3 0
4
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ｃ．放射線

水素爆発により気相中へ移行する放射性物質からの放射

線に曝されるが，材質又は設備の設置場所を適切に考慮す

ることから，設備の機能を損なうことはない。 

(２ ) 可搬型重大事故等対処設備（可搬型空気圧縮機，可搬型個

別供給用建屋外ホース，可搬型個別供給用建屋内ホース，

可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース） 

ａ．温度

可搬型個別供給用建屋外ホース等は，可搬型空気圧縮機

から供給される圧縮空気を送気するのみである。

拡大防止対策は，水素爆発開始までに実施されることか

ら，温度条件としては平常時と同じであり，重大事故の影

響を受けることはない。

可搬型空気圧縮機は，建屋外に配備するため，仮に水素

爆発が起こったとしても，セル内の機器の爆発による影響

を受けない。

ｂ．圧力 

可搬型個別供給用建屋外ホース等の使用圧力が１ＭＰａ

程度であるのに対し，可搬型空気圧縮機からの圧縮空気の

供給圧力（約 0.69MPa 程度）はそれよりも小さいことから，

有意な影響はない。 

可搬型空気圧縮機は，建屋外に配備するため，仮に水素

爆発が起こったとしても，セル内の機器の爆発による影響

を受けない。 
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４．換気系統遮断・セル内導出設備 

(１ ) 常設及び可搬型重大事故等対処設備（塔槽類廃ガス処理設

備の配管，セル導出ユニットの配管，可搬型ダクト）

ａ．温度 

異常な水準の放出防止対策（セル導出）は，水素爆発前

に実施されるため，温度条件としては蒸発乾固時における

各溶液の沸点程度（１００℃を上回る程度）であることか

ら，常設重大事故等対処設備である塔槽類廃ガス処理設備

の配管及びセル導出ユニットが有意な影響を受けることは

なく，また，可搬型重大事故等対処設備である可搬型ダク

トについても，想定される使用温度において有意な影響は

ない。

仮に水素爆発が起こった場合，瞬間的に気体の温度は上

昇するが，貯槽温度を有意に上昇させる熱量ではなく数度

の温度上昇に留まること，過渡的な現象であることから有

意な影響はない 

ｂ．圧力

仮に水素爆発が起こった場合，塔槽類廃ガス処理設備の

配管及びセル導出ユニットの配管内の圧力上昇の可能性が

あるが，十分な強度を持つことから，有意な影響はない＊。

隔離弁については，耐圧性能が水素濃度８ｖｏｌ％の爆

発による圧力上昇を上回るため，経路維持可能であり有意

な影響はない（補足８－15）。

＊爆発の 圧力が太 めの配管 の内側か ら加わっ た場合

  耐圧 は下式 （ １ ） より約 16ＭＰａと なる。

Do：外径 (mm)＝ 812.8mm 

2
0.8
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η：継手 効率＝ 1.0 

Ｓ：許容 引張応力 (MPa)＝ 336.6MPa 

（ 100℃ の R-SUS304ULC の 引張り強 さの 0.9 倍）

ｔ：厚さ (mm)＝ 20mm 

ｃ．放射線

水素爆発により気相中へ移行する放射性物質からの放射

線に曝されるが，材質又は設備の設置場所を適切に考慮す

ることから，設備の機能を損なうことはない。 

５．放出影響緩和設備 

(１ )  常設重大事故等対処設備（換気系統のダクト）

ａ．温度

異常な水準の放出防止対策は，水素爆発前に実施される

ため，温度条件としては蒸発乾固の各溶液の沸点程度（１

００℃を上回る程度）であることから，常設重大事故等対

処設備である換気系統のダクトが有意な影響を受けること

はない。 

仮に水素爆発が起こった場合においては，導出先のセル

の容積により発生圧力は緩和されることから，温度上昇は

僅かであり換気系のダクトが有意な影響を受けることはな

い。 

ｂ．圧力

異常な水準の放出防止対策は，水素爆発前に実施される

ため，有意な圧力上昇はないと考えられるが，万一水素爆

発により逆止ダンパから放射性物質が漏えいしたとしても，

可搬型排風機を起動することにより管理しながら放出する

ことが可能である。 
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６．結果

 ２．～５．より，安全圧縮空気系の水素掃気機能の喪失に

伴って生じる環境条件の変化を想定した場合でも，重大事故

等対処施設は機能を有効に発揮する。 

以上
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補足説明資料 8－13（２８条） 

８．放射線分解により発生する水素による 

爆発への対処 
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補足説明資料８－13 

時間余裕計算方法の有する安全余裕について 

１．はじめに 

圧縮空気貯槽や圧縮空気貯槽からの圧縮空気の供給がない場合の機器

内水素濃度が未然防止濃度（８ｖｏｌ％）に到達するまでの時間余裕は，

機器の溶液量，溶液の崩壊熱密度及び水素のＧ値から決まる水素発生速度，

水素発生速度と水素掃気機能喪失前の水素掃気用安全圧縮空気流量から決

まる初期水素濃度並びに機器の空間容量から評価している。（詳細は，補

足資料８－７ 未然防止濃度に到達するまでの時間余裕の評価方法に記

す。） 

２．各種パラメータの安全余裕について 

(１)溶液量及び空間容量

時間余裕の評価に用いた機器の溶液量は平常運転時の最大の溶液量と

している。平常運転時は最大の溶液量とは限らず，平常運転時に対し水素

発生量を大きくし，空間容量を小さくするため，通常の運転時と比べ時間

余裕を短くする想定である。（ただし，平常運転時において最大の溶液量

で取り扱う機器については，液量設定による安全余裕がとれない場合があ

る。） 

参考に機器の液量が最大の溶液量に対し 80％にした場合の時間余裕の

評価例を表１に示す。 
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表１ 未然防止濃度到達時間の比較（溶液量 100％と 80％） 

※ 供給槽は平常運転時において最大の溶液量で取り扱う機器であるため，80％での時間余裕

は評価しない。

(２)水素のＧ値

時間余裕の評価に用いる水素発生Ｇ値は，溶液温度，沸騰現象，硝酸濃

度（硝酸イオン濃度）に影響を受けるため、これらを考慮したＧ値を設定

する必要がある。 

 溶液温度と水素発生Ｇ値，硝酸濃度と水素発生Ｇ値の関係をそれぞれ図

１及び図２に示す。 

図１ 溶液温度と水素発生Ｇ値の関係の概要図 

溶液温度

水
素
発
生
Ｇ
値

沸騰開始

建屋 機器 時間余裕［ｈ］ 

液量 100％ 液量 80％ 

高レベル 

廃液ガラ 

ス固化建

屋 

高レベル濃縮廃液貯槽 41 150 

高レベル濃縮廃液一時貯槽 100 220 

高レベル廃液混合槽 83 150 

供給液槽 142 230 

供給槽 117 －＊ 

不溶解残渣廃液一時貯槽 4500 7100 

不溶解残渣廃液貯槽 3000 6400 
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図２ 硝酸濃度と水素発生Ｇ値の関係の概要図 

溶液温度と水素発生Ｇ値の関係については，図１より，溶液温度が上

昇すると水素発生Ｇ値が上昇する可能性がある。また，溶液が沸点に到達

した場合，水素発生の見かけのＧ値が上昇することにより，水素発生量が

増加する可能性がある。 

硝酸濃度（硝酸イオン濃度）と水素発生Ｇ値の関係については，図２

より，硝酸濃度（硝酸イオン濃度）が高くなるほどＧ値が指数関数的に低

下する傾向を示す。時間余裕の評価に用いた水相の水素発生Ｇ値は，平常

運転時の遊離硝酸イオン濃度を想定して設定しており，塩に含まれる硝酸

イオンは考慮していない。Ｇ値は硝酸イオン濃度が低いほど大きくなるた

め，水素発生量が大きくなり時間余裕を短くする想定である。 

一方，水素発生量が最も高くなる水の水素発生Ｇ値については，沸騰時

硝酸濃度（硝酸イオン濃度）

水
素

発
生

Ｇ
値

354



補 8-13-4 

においても沸騰前の水素発生Ｇ値の２倍の範囲内となることが報告されて

いる[1]。また，模擬高レベル廃液を用いた水素発生Ｇ値の確認試験にお

いても，沸騰時の水素発生Ｇ値は 0.0063 と報告されており，評価に用い

ている水素発生Ｇ値である 0.003 の２倍程度の範囲に包含されることを確

認している[2]。 

さらに，水素発生Ｇ値の温度依存性について，硝酸の水素発生Ｇ値は

温度の上昇に伴い上昇するという報告がある一方，模擬高レベル廃液の水

素発生Ｇ値では，温度の上昇により水素発生Ｇ値は低下するという報告も

ある。 

このため，上述の水素発生Ｇ値へ与える可能性を考慮し，これらの影

響を包含する水素発生Ｇ値として，再処理施設の設計及び工事の方法の認

可申請書における火災及び爆発の防止設計において設定した水素発生Ｇ値

を一律２倍した値を時間余裕の評価に用いる。また，沸騰開始後は，高レ

ベル廃液ガラス固化建屋の高レベル濃縮廃液において考慮している，東海

再処理工場における高レベル廃液の水素発生Ｇ値の測定実績を踏まえた水

素発生量低減効果を考慮しないこととする。 

(３)水素掃気用安全圧縮空気流量

時間余裕の評価に用いた水素掃気機能喪失前の水素掃気用安全圧縮空気

流量は，警報設定値を元に設定しており，平常運転時の水素掃気流量より

小さい値である。水素掃気用安全圧縮空気流量が小さいほど初期水素濃度

が大きくなるため，時間余裕を短くする想定である。 

 ただし，表２に示すとおり，警報設定値を元に設定した流量に基づく時

間余裕と平常運転時の流量に基づく時間余裕に有意な差はない。 
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表２ 未然防止濃度到達時間の比較（水素掃気用安全圧縮空気流量を警報

設定値に基づく流量とした場合と平常運転時の流量とした場合の比較） 

。

３．時間余裕の計算方法による時間余裕について 

 未然防止濃度到達までの時間は，水素掃気機能喪失の前に機器に存在し

ていた水素と発生した水素が全て機器内に蓄積しつづけるという想定で，

未然防止濃度到達までの時間を評価している。 

ｔ
ｍａｒ

＝
８-Ｃ

０

100
×

Ｖ
ｇａｓ

Ｆ
Ｈ

２

ｔｍａｒ：未然防止濃度到達までの時間（ｈ） 

Ｃ０：初期水素濃度（ｖｏｌ％） 

Ｖｇａｓ：機器の空間容量（ｍ３） 

実際には，機器内の水素の一部が機器内で発生した水素によって機器

外の押し出されるが，水素が全て蓄積し続けると想定することは，より未

然防止濃度に到達する時間が短くなるという点で安全側である。 

比較のために，空間容量を 0.1ｍ３，水素発生速度を 0.001ｍ３／ｈとし

た架空の貯槽における機器外への水素の押し出しを考慮した水素濃度の変

化を評価した。 

⊿ｔ分後における機器内の水素量ｍＨ２ｔ０＋⊿ｔを 

建屋 機器 時間余裕［ｈ］ 

警報設定

値に基づ

く流量の

場合 

平常運転時

の流量の場

合 

高レベル 

廃液ガラ 

ス固化建

屋 

高レベル濃縮廃液貯槽 41 41 

高レベル濃縮廃液一時貯槽 100 100 

高レベル廃液混合槽 83 83 

供給液槽 142 142 

供給槽 117 117 

不溶解残渣廃液一時貯槽 4500 4500 

不溶解残渣廃液貯槽 3000 3000 
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 ＱＨ２ｔ０＋ＱＨ２ｉｎ－ＱＨ２ｏｕｔ

により評価する。 

ここで， 

ＱＨ２ｉｎ：⊿ｔ分間に発生した水素量（ｍ３） 

＝ＲＨ２／60×⊿ｔ（ｍ３） 

ＲＨ２：水素発生量速度（ｍ３/ｈ） 

ＱＨ２ｏｕｔ：⊿ｔ分間で機器から出る水素量 

＝Ｃ０×（ＲＨ２＋ＲＡＩＲ）／60×⊿ｔ 

Ｃ０ ：初期水素濃度（－） 

ＲＡＩＲ：圧縮空気供給流量（ｍ３/ｈ） 

（⊿ｔ分間において，発生した水素と供給した圧縮空

気により，機器外に水素量が押し出されると想定） 

同様に，さらに⊿ｔ分後の機器内の水素量ＱＨ２ｔ０＋⊿ｔ＋⊿ｔを評価し，

必要な回数を繰り返すことにより，機器内の水素量の変化を評価する。

０分における機器内の初期水素濃度を０とした。また，圧縮空気流量

は０ｍ３/ｈとした。 

評価結果を図１に示す。未然防止濃度に到達する時間は，水素が機器

内に全て蓄積すると想定することで，約４％短くなる。 
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図３ 水素が機器内に全て蓄積すると想定した場合の水素濃度推移と 

機器外への水素の追出しを考慮した場合の水素濃度推移の比較 
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[2]齋藤 義鷹他，高レベル濃縮廃液中のパラジウム効果に関する研究（３）

γ線照射による水素発生量評価，日本原子力学会 2018 年秋の大，3J04，

（2012） 
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８．放射線分解により発生する水素による 

爆発への対処 
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補足説明資料８－14 

手動圧縮空気ユニットの信頼性について 

１．はじめに 

 水素掃気機能の喪失により重大事故の水素爆発を想定する貯槽等内の水素

濃度が未然防止濃度に到達するまでの時間余裕が短い分離建屋，精製建屋，

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋については，圧縮空気貯槽，圧縮空気ユ

ニット及び予備圧縮空気ユニットを常設重大事故等対処設備として設置する

が，これらの機能喪失により圧縮空気が供給できない場合を想定し，圧縮空

気貯槽，圧縮空気ユニット及び予備圧縮空気ユニットと異なる系統に，速や

かに接続できる手動圧縮空気ユニットを設置することで，貯槽内の水素濃度

が未然防止に至るまでの時間が 24 時間以内の貯槽等においても 24 時間の時

間余裕を確保することとしている。 

 本書では，手動圧縮空気ユニットからの圧縮空気の供給に係る信頼性につ

いて説明する。 

２．手動圧縮空気ユニットの設備概要 

分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋に設置する手

動圧縮空気ユニットの概要図を図１に示す。 

分離建屋の手動圧縮空気ユニットは，内圧 14.7ＭＰａ，容量 47Ｌの空気

ボンベ２本，減圧弁及び機器圧縮空気供給配管への接続ホースで構成する。 

精製建屋の手動圧縮空気ユニットは，内圧 14.7ＭＰａ，容量 47Ｌの空気

ボンベ 10 本，減圧弁及び機器圧縮空気供給配管への接続ホースで構成する。 
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ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の手動圧縮空気ユニットは，内圧

14.7ＭＰａ，容量 47Ｌの空気ボンベ３本，減圧弁及び機器圧縮空気供給配

管への接続ホースで構成する。 

圧縮空気を供給する際は，接続ホースを機器圧縮空気供給配管へカプラに

より接続し，手動弁を開操作することにより，容易に接続及び圧縮空気の供

給が可能である。 

 

 

 

図１．手動圧縮空気ユニットの概要図 

  

Ｐ

機器圧縮空気供給配管へ
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３．手動圧縮空気ユニットからの圧縮空気供給に要する時間について 

 手動圧縮空気ユニットからの圧縮空気の供給に要する時間は，訓練実績

により，２名／班で，１箇所あたり約５分で接続及び弁操作が実施できる

ことを確認している。このため，事象発生後の待機時間 15 分及び建屋内

への移動時間 30 分を考慮すると，圧縮空気貯槽，圧縮空気ユニット及び

予備圧縮空気ユニットからの圧縮空気の供給がない場合の時間余裕が１時

間 20 分と最も短い精製建屋のプルトニウム濃縮液一時貯槽に対し，手動

圧縮空気ユニットからの圧縮空気の供給は，約 50 分で完了することが可

能である。 

 また，手動圧縮空気ユニットからの圧縮空気供給に係る要員は，４名／

班としており，訓練時の２倍の要員数としている。 

 さらに，水素掃気機能喪失時には，前処理建屋に設置している安全圧縮

空気系の空気貯槽から水素掃気用の圧縮空気の供給が継続される設計とし

ており，試験実績より，機器内の水素濃度を可燃限界濃度未満に維持する

ために必要な圧縮空気を約 30 分間供給可能であることを確認している。

このため，手動圧縮空気ユニットからの圧縮空気の供給時には，未然防止

濃度に至るまでの時間余裕が延長される可能性がある。 
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補足説明資料 ８－15

要員及び資源等の評価 

1. 必要な要員及び資源の算出方法

1.1 必要な要員の算出方法 

 水素爆発の発生及び拡大の防止のための措置に必要な要員は，前処理建

屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベ

ル廃液ガラス固化建屋における作業に係る要員と建屋外における作業に係

る要員を合算した要員とし，同一時間軸で最大となる要員を算出する。例

を第 1.－１図に示す。

同一時間軸において最大となる建屋内及び建屋外の要員を算出する。

第 1.－１図 必要な要員の算出例 

他建屋及び作業省略 

364



補 8-15-2 

1.2 必要な燃料の算出方法 

 水素爆発の発生及び拡大の防止のための措置で必要な燃料は，機器の１

時間あたりの燃料消費量と燃料を必要とする機器の使用開始から対応時間

7 日間（168 時間）までの時間の差（使用時間）の積である。 

 水素爆発への対処で燃料（軽油）を必要とする設備としては，可搬型空

気圧縮機，可搬型発電機及び軽油用タンク ローリがある。 

１時間あたりの燃料消費量を第 1.2－１表に示す。 

第 1.2－１表 各機器の１時間あたりの燃料消費量 

機器名 台数 １時間あたりの燃料

消費量（ｍ３/h） 

可搬型空気圧縮機 

（前処理建屋，分離建屋及

び高レベル廃液ガラス固化

建屋） 

3 0.01 

可搬型空気圧縮機 

（精製建屋及びウラン・プ

ルトニウム混合脱硝建屋

1 0.008 

可搬型発電機 4 0.018 

軽油用タンク ローリ 3 0.002 

必要な燃料の量ついては，可搬型空気圧縮機及び可搬型発電機を共用

する対策，建屋の中で，最も使用量が多くなるように算出する。（共用し

ている中で使用開始が最も早いものをもとに必要な燃料の量を算出） 
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1.3.1 可搬型空気圧縮機 

  可搬型空気圧縮機は，水素爆発の発生防止対策の水素爆発を未然に防止

するための空気の供給に使用する設備の代替安全圧縮空気系への圧縮空気

の供給及び拡大防止対策の水素爆発の再発を防止するための空気の供給に

使用する設備の代替安全圧縮空気系への圧縮空気の供給に使用する。 

  前処理建屋で１台，分離建屋で１台，精製建屋及びウラン・プルトニウ

ム混合脱硝理建屋で１台，高レベル廃液ガラス固化建屋で１台使用する。 

 開始時間は可搬型空気圧縮機の起動からとする。 

 

1.3.2 可搬型発電機 

  可搬型発電機は，水素爆発の拡大防止対策の可搬型排風機の運転に使用

する。 

  前処理建屋で１台，分離建屋で１台，精製建屋及びウラン・プルトニウ

ム混合脱硝理建屋で１台，高レベル廃液ガラス固化建屋で１台使用する。 

 開始時間は可搬型発電機の起動からとする。 

 

1.3.3 軽油用タンク ローリ 

  軽油用タンク ローリは，燃料及び可搬型重大事故等対処設備の運搬及

び設置並びにアクセスルートの整備に使用する。 

  開始時間は事象発生からとする。 
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1.3.4 水素爆発の発生防止対策及び水素爆発の発生防止対策で必要な燃料 

1.4 必要な電源の算出方法 

 可搬型発電機については，水素爆発の拡大防止対策のセル排気系を代替

する排気系を構築するための設備での可搬型排風機の運転に使用する。建

屋間の共用については，精製建屋とウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の

み共用している。 

前処理建屋可搬型発電機の電源負荷については，前処理建屋における

水素爆発の拡大防止対策に必要な負荷として，可搬型排風機の約5.2ｋＶ

Ａであり，可搬型排風機の起動時を考慮すると約39ｋＶＡの給電が必要

である。 

分離建屋可搬型発電機の電源負荷については，分離建屋における水素

爆発の拡大防止対策に必要な負荷として，可搬型排風機の約5.2ｋＶＡで

あり，可搬型排風機の起動時を考慮すると約39ｋＶＡの給電が必要である。 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機の電源負荷について

は，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における水素爆発の

拡大防止対策に必要な負荷として，精製建屋及びウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋の可搬型排風機の約11ｋＶＡであり，可搬型排風機１台運転中

にもう１台の可搬型排風機の起動時を考慮すると約45ｋＶＡの給電が必要

である。 

高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機の電源負荷については，高

レベル廃液ガラス固化建屋における水素爆発の拡大防止対策に必要な負荷

として，可搬型排風機の約5.2ｋＶＡであり，可搬型排風機の起動時を考

慮すると約39ｋＶＡの給電が必要である。 

各可搬型発電機（前処理建屋可搬型発電機，分離建屋可搬型発電機，
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ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機，高レベル廃液ガラス固

化建屋可搬型発電機）の供給容量は約80ｋＶＡあり，必要負荷に対しての

電源供給が可能である。 

精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋については，セル排

気系を代替する排気系を構築するための設備で使用する可搬型発電機を共

用している。機器の起動については，起動の順番を決め，同時起動しない

ようにしているが，仮に精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

の可搬型排風機の同時起動時を考慮した場合，約 78ｋＶＡであり，２建

屋合わせても可搬型発電機の容量(80ｋＶＡ)以下である。 
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８．放射線分解により発生する水素による 

爆発への対処 

369



補 8-16-1 

補足説明資料８－16 

塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁の爆発時健全性について 

１．水素濃度の想定について 

水素爆発の発生防止対策や拡大防止対策は，機器内水素濃度が８ｖｏ

ｌ％に到達するまでに実施する。このため，機器内で８ｖｏｌ％の水素濃

度での爆発が起こることを想定する。 

２．爆発時の圧力上昇について 

密閉状態で爆発が起こった場合の圧力上昇を以下にしめす
（ １ ）

。初期圧力

８ｖｏｌ％における爆発圧力は，初期圧力の約 2.7 倍となる。初期圧力は

大気圧（=0.1013ＭＰａ）であるため，爆発時の圧力は 0.1013ＭＰａ×

2.7＝0.273 より約 0.28ＭＰａである。なお，当社の機器形状を模擬して

８ｖｏｌ％で爆発させた実験を行ったときの爆発圧力は 0.05ＭＰａ未満

であり，2.7ＭＰａより小さい。 

8vol％ 

2.7（Ｐｅ／Ｐｉ） 
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３．隔離弁の健全性について 

隔離弁の耐圧性能を以下に示す。 

各建屋の隔離弁の耐圧性能は，0.28ＭＰａより十分大きいことから，

隔離弁の健全性は維持される。 

４．参考文献 

(１) 柳生，松田：“水素の爆発危険性についての研究（第２報） ”，

産業安全研究所報告，RIIS-PR-21-4（1973）

分類 前処理建屋 分離建屋 精製建屋 

U・Pu 

混合 

脱硝建屋 

高レベル 

廃液 

ガラス固化 

建屋 

耐圧性能

(MPa) 
2.3／3.0 2.0 1.5 1.5 2.9 

隔離弁 

種類 
バタフライ弁

／ニードル弁 
バタフライ弁 バタフライ弁 ゲート弁 バタフライ弁 
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８．放射線分解により発生する水素による 

爆発への対処 
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補足説明資料８－17 

可搬型フィルタの健全性について 

(１) 方法

各建屋において未然防止濃度に到達するまでの時間が最も短い水素

爆発を想定する機器が未然防止濃度に到達するまでの時間において，

建屋内の機器から発生した水素の全量が爆発することを想定する。水

素爆発によって生じたエネルギは全て導出先のセル及び連結するセル

の温度上昇に使われると仮定し，爆発前後の気体のエンタルピの収支

計算を行って爆発後の温度を評価する。爆発前の水素のエンタルピに

ついてはわずかであるため考慮しない。また窒素は酸素より，同一の

温度に対して内部エネルギが小さいので，爆発後の温度は高めに算出

されることから，酸素の内部エネルギは窒素の内部エネルギに置き換

えて評価する。 

Ｅ
Ｏ

２
１
＋Ｅ

Ｎ
２
１
＝Ｅ

Ｏ
２
２
＋Ｅ

Ｎ
２
２
＋Ｅ

Ｈ
２
Ｏ２

＋Ｅ
Ｄ

ここで， 

Ｅ
Ｏ

２
１
:水素爆発発生前の酸素のエンタルピ（ｋＪ）

Ｅ
Ｎ

２
１
:水素爆発発生前の窒素のエンタルピ（ｋＪ） 

Ｅ
Ｏ

２
２
:水素爆発発生後の酸素のエンタルピ（ｋＪ）

Ｅ
Ｎ

２
２
:水素爆発発生後の窒素のエンタルピ（ｋＪ）

Ｅ
Ｈ

２
Ｏ２

:水素爆発発生後の蒸気のエンタルピ（ｋＪ）

Ｅ
Ｄ
:爆発（燃焼）による生成エンタルピ（ｋＪ）

ただし， 
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Ｅ=
Ｖ

Ｖ
Ｎ

×Ｈ Ｔ  

ここで，	

Ｅ:エンタルピ（ｋＪ） 

Ｖ:ガス体積（ｍ３） 

ＶＮ:標準モル体積（ｍ３／ｍｏｌ）	

Ｈ（Ｔ）：比エンタルピ（ｋＪ／ｍｏｌ） 

爆発後の圧力については，状態方程式から求める。 

Ｐ Ｐ
０

Ｔ

Ｔ
０

 

ここで， 

Ｐ０：初期圧力（101.3ｋＰａ） 

Ｔ：爆発後の温度（Ｋ） 

Ｔ０：初期温度（323Ｋ） 

爆発後の温度Ｔ及び圧力上昇Ｐ－Ｐ０を評価し，可搬型フィルタの健

全性が維持される差圧及び温度と比較することにより，可搬型フィル

タの健全性を確認する。 

(２) 可搬型フィルタの健全性の評価条件 

爆発を想定する水素量 

前処理建屋     ：2.5ｍ３ 

分離建屋      ：4.3ｍ３ 

精製建屋      ：1.5ｍ３ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 ：0.22ｍ３ 

高レベル廃液ガラス固化建屋  ：3.5ｍ３ 

(３) 評価結果 

374



補 8-17-3 

可搬型フィルタの健全性が維持される温度は 200℃未満，可搬型フィ

ルタの健全性が維持される差圧は 9.8ｋＰａ未満である。

以下に示すとおり，各建屋における爆発後のセル内温度は 200℃未満

であり，圧力上昇は 9.8ｋＰａ未満である。このため，可搬型フィルタ

の健全性は維持される。 

前処理建屋 ：セル内温度 53℃，圧力上昇 0.72ｋＰａ 

分離建屋 ：セル内温度 52℃，圧力上昇 0.46ｋＰａ 

精製建屋 ：セル内温度 51℃，圧力上昇 0.17ｋＰａ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

：セル内温度 64℃，圧力上昇 4.2ｋＰａ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 

：セル内温度 61℃，圧力上昇 3.5ｋＰａ 
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８．放射線分解により発生する水素による

爆発への対処 
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補足説明資料８－18 

５因子法において採用した値の適用性について

１．はじめに

放出量評価において，文献から値を引用して評価に適用し

ている。文献における試験の実施条件，適用範囲を確認し，

文献引用の適用性について確認した。 

２．評価に用いた値と引用文献の関係について

 対策成功時の放出量評価においては，下表の値を使用して

いる。 

分類 項目 採用した 値 引用元、 参考元
ＭＡＲ 重大事故 等が発生

する貯槽 に保有さ
れる放射 性物質量

放射性物 質
量の最大 値 －

ＤＲ 貯槽に保 有される
放射性物 質量のう
ち事故の 影響を受
ける割合  

１
－

ＡＲＦ 圧縮空気 の供給に
伴い気相 中に移行
する放射 性物質の
割合  

圧縮空気 １

ｍ ３ 当 た り

10ｍｇ  

F.J. Herrmann, et. al., Some 
Aspects of Aerosol Production 
and Removal During Spent Fuel 
Processing Steps, Proceedings 
of the 16

t h
 DOE Nuclear air

cleaning conference held in
San Diego, California, 20-23
October 1980.

ＤＦ
放出経路 構造物へ
の沈着に よる放射
性エアロ ゾルの除
染係数  

10 
小林卓志 ほか．“ 再 処理工場 水素
爆発事故 時におけ る放射性 物質
移行率の 調査（５ ）環状容 器試
験  その２ ”．日本 原子力学 会
2016 年春 の年会， 日本原子 力学
会， 2016-03．  

ＤＦ 高性能粒 子フィル
タの除染 係数 10３ /フ ィ

ルタ 1 段

尾崎誠， 金川昭． 高性能エ アフ
ィルタの 苛酷時健 全性試験，
（Ⅰ） DOP エアロ ゾルの捕 集性
能．日本 原子力学 会誌． 1985，
vol． 27， no． 7．  
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重大事故等が発生する貯槽に保有される放射性物質量は，

六ヶ所再処理施設の設計で決めるべきものであるため，文献

を引用していない。なお，貯槽に保有される放射性物質量の

うち事故の影響を受ける割合については，圧縮空気の供給に

伴い気相中に移行する放射性物質の割合の設定「圧縮空気 1

ｍ３当たり 10mg」の中で既に考慮されているため１とした。

ＲＦは放出後の放射性物質の粒径分布の情報がないため，放

出量を多くする想定として１と設定した。 

 水素爆発時の放出量評価においては，下表の値を使用して

いる。 

分類 項目 採用した 値 引用元、 参考元
ＭＡＲ 重大事故 等が発生

する貯槽 に保有さ
れる放射 性物質量

放射性物 質
量の最大 値 －

ＤＲ 貯槽に保 有される
放射性物 質量のう
ち事故の 影響を受
ける割合  

１
－

ＡＲＦ 水素爆発 に伴い気
相中に移 行する放
射性物質 の割合  

1×10
- 4 Nuclear Fuel Cycle Facility 

Accident Analysis Handbook, 
NUREG/CR-6410, 1998. 他  

ＤＦ
放出経路 構造物へ
の沈着に よる放射
性エアロ ゾルの除
染係数  

10 
小林卓志 ほか．“ 再 処理工場 水素
爆発事故 時におけ る放射性 物質
移行率の 調査（５ ）環状容 器試
験  その２ ”．日本 原子力学 会
2016 年春 の年会， 日本原子 力学
会， 2016-03．  

ＤＦ 大風量負 荷時のフ
ィルタの 健全性の
判断基準  

9.3kPa 尾崎他、 「高性能 エアフィ ルタ
の苛酷時 健全性試 験 ,(VII), 圧
力変化試 験」、日 本原子力 学会
誌、 Vol.30, No.4, 1988 年  

爆発の影響を受けるのは液面付近の溶液に限られると考え

られるが，事故の影響を受ける割合に関する情報がないこと

から放出量を多くする想定として貯槽に保有されるほう社性

物質量の全量が影響を受けるものとした。 
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３．文献引用の妥当性について

(１ ) 圧縮空気の供給に伴い気相中に移行する放射性物質の

割合について

試験条件と実機の条件を以下に示す。試験条件と実機条

件は同様であり、適用できる。  

項目 試験条件 実機条件 考察

設備

再処理工 場の第

１抽出サ イクル

(①参照 )

再処理工 場
試験条件 と実機条 件は同様

であり、 適用でき る。  

内包

液
実液 実液

試験条件 と実機条 件は同様

であり、 適用でき る。  

掃気

流量

150ｍ
３
／ ｈ～

3000ｍ
３
／ｈ

(②参照 )

数～数十 ｍ
３

／ｈ  

（建屋に よ

り異なる ）  

実機条件 よりも試 験条件の

掃気流量 が多いこ とから ，エ

アロゾル 濃度につ いてもよ

り厳しい 結果を与 える試験

条件の 10ｍｇ／ｍ
３
とし て い

る。 (②参 照 )

① 

② 
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( ２ )  水素爆発に伴い気相中に移行する放射性物質の割合に

ついて

水素爆発による気相への移行率を直接測定した例は少な

いため，緩やかに加圧したあと急激に減圧させた場合の気

相 へ の 移 行 を 参 考 に 設 定 し た 。 根 拠 と な る 試 験 は

NUREG/CR-3093 に記されている。 

爆発の場合には急激な圧力上昇とその後の減圧に伴う気

泡の発生により放射性物質が気相へ移行する。一方，緩や

かに加圧した試験は，加圧されたガスが爆発に比べてより

多く液に溶存し，爆発に比べ多くの気泡が生じることから，

文献は爆発より厳しい条件となる。文献による気相への移

行率 4×10
-5

～ 6×10
-4

に対し爆発による移行率は小さい値

をとると考えられる。

したがって，当該文献は適用できる。

【NUREG/CR-3093 の試験概要】 

 硝酸ウラニル溶液を含む容器内に空気を封入・加圧し、

容器を開放した際に容器外に放出される溶液を回収し、

移行率を算出した。

移行率
気相へ移行した溶質量

容器に投入した初期溶質量

 溶液量、溶液組成は明らかであるが、試験容器の具体

的なサイズは不明である。

 試験時の圧力は明らかではあるが、加圧した時間は不

明であり、緩やかな加圧と想定される。

 一方、ラプチャーディスク破損時の放出挙動は右図の

通りであり、容器上部が開放していると考えられる。
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(３ ) 放出経路構造物への沈着による放射性エアロゾルの除

去効率について

試験条件と実機の条件を以下に示す。試験から得られ

た配管曲り部の除染係数は、より複雑かつ配管の長い実

機条件と比較して厳しい結果を与えると考えられ、除染

係数 10 は適用可能である 

項目 試験条件 実機条件 考察

容器の
サイズ

直径約
3.8m の円
環形状

水素爆発 を想
定する機 器に
より様々  

発生圧力 が高いの は、壁面 の圧
力波の反 射により 火炎が加 速し
やすい円 環形状の 場合であ り、
飛沫が飛 びやすい 条件であ り適
用できる と考える 。  

配管長
さ

1m～ 2m 数十 m 

試験条件 の方が曲 り箇所が 極
めて少な く、除 染係 数として は
厳しい結 果となる と考えら れ
るため適 用できる。（下図参照 ） 

爆発時
圧力

3.5MPa 

0.7～ 2.9MPa 
(水素濃度
30vol%に お
ける着火 側
機器の圧 力 ) 

試験の最 大圧力は 実機を想 定
して実施 した試験 結果であ る
0.7～ 2.9MPa を包含 しており 、
適用でき ると判断 した。  
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ガス混合器

水素濃度計

予備ノズル

180°
120°

60°

点火位置
(X1 溶断点火）

ドレン

自動弁A

自動弁B

圧力測定位置
（30°間隔12箇所）

温度測定位置
(60°)

HEPA

逆止弁

自動弁C

捕集槽
D

捕集槽
C

捕集槽
B

捕集槽
A

配管B 配管D配管C

配管A

ミスト捕集連続槽

逆止弁

着火点A 着火点C
着火点B

ガス濃度測定ライン

環状容器

P1

P2P3
P4P5P6P7

P8

P9 P10 P11 P12

試験装置

実機イメージ 

図 試験装置と実機の比較 
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(４ ) 高性能粒子フィルタの除染係数について(対策成功時) 

 試験で用いられた高性能粒子フィルタと実機（可搬型フ

ィルタ）の条件を以下に示す。試験で用いられたフィルタ

と実機（可搬型フィルタ）の仕様は同様であり適用できる。

項 目 試 験 条 件

実 機 条 件

（ 可 搬 型 フ ィ ル

タ ）

考 察

ろ 材
グ ラ ス フ

ァ イ バ ー

グ ラ ス フ ァ イ バ

ー

同 一 の 素 材 で あ り 適 用 可 能 で あ

る 。

サ イ ズ

幅 -高 さ -

奥 行 き ：

610-610-2

92(mm)

幅 -高 さ -奥 行

き ：

610-610-約

300(mm)

同 様 の サ イ ズ で あ り 適 用 可 能 で

あ る 。

（ 実 機 奥 行 き は 構 造 図 に 記 載 な

い た め 構 造 図 か ら 推 測 ）

耐 熱 温 度

（ ℃ ）
200

180

（ 連 続 使 用 最 高

温 度 ）

実 機 条 件 の 温 度 に 比 べ て 、 試 験

条 件 の 耐 熱 温 度 が 高 い こ と か ら

適 用 可 能 で あ る 。

定 格 風 量

（ m
３
/h）

定 格 風

量 ： 2,000
約 2,500

風 量 が 異 な る 場 合 で も 所 定 の 除

染 効 率 を 期 待 で き る こ と か ら 適

用 可 能 で あ る 。 （ ① 参 照 ）

試 験 温 度

（ ℃ ）
25～ 45 50～ 100℃ 程 度

試 験 に 用 い ら れ て い る フ ィ ル タ

の 最 高 使 用 温 度 を 下 回 る こ と か

ら 適 用 可 能 で あ る 。

粒 径

0.024～

0.750μ m

で 試 験

エ ア ロ ゾ ル の 径

は 事 象 に よ り 異

な る が 、μ m オ ー

ダ ー と 想 定

試 験 よ り 0.13μ m 近 辺 で 最 も 除

染 係 数 が 低 く な る が 、 こ の 場 合

で も 10
３
に 余 裕 が あ る こ と 、 実

機 条 件 の エ ア ロ ゾ ル 径 は

0.13μ m よ り 大 き い と 想 定 さ れ

る こ と か ら 、適 用 可 能 と 考 え る 。

（ ② 参 照 ）
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①風量と捕集効率の関係

以下に示す通り，さまざまな風量、粒径において DF10
３
を

維持できる。

②粒径と捕集効率の関係

以下に示す通り，さまざまな粒径において DF10
３
を維持で

きる。 
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(４ ) 大風量負荷時のフィルタの健全性の判断基準

 試験で用いられた高性能粒子フィルタと実機（可搬型フ

ィルタ）のフィルタサイズは同様である。水素爆発時の差

圧上昇は試験範囲を超える可能性があるが，試験では差圧

上昇速度が低いほどリークが発生する差圧が小さくなる傾

向があり，差圧上昇速度が低い場合のフィルタリーク発生

差圧を採用することは厳しい結果となることから、適用可

能である。 

項目 試験条件
実機条件  

（可搬型 フィ
ルタ）

考察

フィル
タサイ
ズ

幅 -高さ -奥
行き：  
610-610-29
2(mm) 
（①参照 ）

幅 -高さ -奥行
き：  
610-610-約
300(mm) 

同様のサ イズであ り適用可 能であ
る。  
（実機奥 行きは構 造図に記 載ない
ため構造 図から推 測）  

差圧上
昇速度

1kPa/s～
50kPa/s 

水素爆発 想定
時：  
数 kPa/s～数
十 kPa/s 

差圧上昇 速度が速 いほどフ ィルタ
が破損す る圧力が 上昇する 傾向を
有するこ と、水 素爆 発時の差 圧上昇
は試験範 囲を超え る可能性 がある
が、差 圧上 昇速度が 低い場合 のフィ
ルタリー ク発生差 圧を採用 するこ
とは厳し い結果と なる (②参 照 )こ
とから、 適用可能 である。

① 

②（差 圧 上 昇 速 度 が低 いほどリ
ーク発 生 差 圧 が小 さくなる傾 向
がある。）
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補足説明資料 8－19（２８条） 

８．放射線分解により発生する水素による

爆発への対処 
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補足説明資料８－19 

水素爆発発生時の機器の健全性について

1. 評価に用いる式

評価に用いる計算式を第１表に示す。

第１表(1) 評価に用いる計算式

※「 V-1 主要な容 器及び管 の耐圧強 度及び耐 食性に関 する設計 の基本方 針 」

又 は 「 再 処 理 設 備 規 格  設 計 規 格 (2010 年 版 ）， 日 本 機 械 学 会 ， JSME S

RA1-2010」に記載 の式を変 形
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第１表(2) 評価に用いる計算式

※１「 V-1 主要な 容器及び 管の耐圧 強度及び 耐食性に 関する設 計の基 本 方

針」又 は「 再処理設 備規格 設計規格 (2010 年版 ），日本 機 械学会 ，JSME 

S RA1-2010」に記載 の式を変 形

※ 2 平板 の取り付 け方によ り計算式 は変化す るが、こ こでは高 レベル 濃 縮

廃液貯槽 に用いら れた例を 示す。

389



補 8-19-3 

2. 評価結果 

前処理建屋の機器の耐圧計算結果の例を第２表に示す。

第２表 各機器の耐圧計算結果例

機器名
許容圧力 ※ 1 

(ＭＰａ) 

発生圧力 ※ 2 

(ＭＰａ) 
判定

中継槽 A  0.05 ○

中継槽 B  0.05 ○

計量前中間貯槽 A  0.05 ○

計量前中間貯槽 B  0.05 ○

※１：最 も弱い部 位の結果 を記載し ている。
※２： 0.05 は水素 濃度８ｖ ｏｌ％未 満に対応 。

については商業機密の観点から公開できません。

390



補足説明資料 8－20（２８条） 

８．放射線分解により発生する水素による

爆発への対処 
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補足説明資料８－20 

水素爆発が機器内の溶液性状に与える影響について

1. はじめに

水素爆発が水素爆発を想定する機器内で発生した場合に，爆

発により溶液性状に影響を与え，他の事象に連鎖するか否かを

考察する。 

2. 水素爆発の発生防止対策が機能しない場合

起因事象発生後，水素爆発の発生防止対策が失敗し，水素爆

発の拡大防止対策が成功した場合を検討する。 

実際，水素爆発の発生防止対策及び水素爆発の拡大防止対策

を未然防止濃度（水素濃度8vol%）到達前に実施するため，機

器内に水素は蓄積しない。また，機器内に着火源は存在しない

ため，仮に水素が蓄積したとしても，水素爆発は発生しない。 

ここでは，連鎖の有無の確認の観点で，8vol%で 1度爆発が発

生した場合を想定する。 

2.1 連鎖により発生する可能性のある重大事故等の確認するパ

ラメータ

連鎖により発生する可能性のある重大事故等の確認する

パラメータを以下に事故毎に示す。また，爆発時のエネルギ

ーが溶液に与える影響を第１表に示す。 

①臨界事故

水素爆発によるエネルギーが全て溶液に付加された場合
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の温度上昇を評価し，溶液中の核燃料物質の濃度が未臨界濃

度を超えるかどうか確認する。また，水素爆発により機器の

形状に影響を与えるかを確認する。 

 ②蒸発乾固 

水素爆発によるエネルギーが全て溶液に付加された場合

の温度上昇を評価し，溶液が沸騰し，乾燥・固化に至るか確

認する。 

 ③溶媒火災 

水素爆発によるエネルギーが全て溶媒に付加された場合

の温度上昇を評価し，火災・爆発等の反応に進展するか確認

する。 

 ④ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応 

水素爆発によるエネルギーが全て溶媒に付加された場合

の温度上昇を評価し，火災・爆発等の反応に進展するか確認

する。 

 ⑤その他 

水素爆発事象としての事象推移から健在化する可能性の

ある①から④以外の事象を考察する。 
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第１表 水素濃度８ｖｏｌ％の爆発時のエネルギが溶液に与える影響

水素爆発 を想定す る機
器  

起因事象 連鎖によ り発生す る可能性 のある重 大事故

水素爆発 臨界 蒸発乾固 溶媒火災 ＴＢＰ
燃料損傷
／漏えい

その他

気相部
容積
[m3] 

発生エネ ルギ
[MJ] 

核燃料物 質の濃度
温度上昇
[℃ ] 

温度上昇
[℃ ] 

温度上昇
[℃ ] 

- - 

中継槽 A 2.7 2.4 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

中継槽 B 2.7 2.4 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

計量前中 間貯槽 A 7.8 6.8 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

計量前中 間貯槽 B 7.8 6.8 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

計量後中 間貯槽 7.8 6.8 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

計量・調 整槽 7.8 6.8 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

計量補助 槽 1.6 1.4 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

溶解液中 間貯槽 11.1 9.7 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

溶解液供 給槽 2.3 2.1 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 
ABプルト ニウム溶 液受
槽  

0.15 0.13 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

ABプルト ニウム溶 液中
間貯槽  

0.15 0.13 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

抽出廃液 中間貯槽 4.1 3.6 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

抽出廃液 供給槽 A 18 16.3 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

抽出廃液 供給槽 B 18 16.3 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

AB第７一 時貯留処 理槽 0.020 0.02 有意な変 動なし １℃未満 １℃未満 １℃未満 -※２ - 

AB第２一 時貯留処 理槽 0.15 0.13 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

高レベル 廃液濃縮 缶 A 31 27.6 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ -
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（つづき）

水素爆発 を想定す る機器

起因事象 連鎖によ り発生す る可能性 のある重 大事故

水素爆発 臨界 蒸発乾固 溶媒火災 ＴＢＰ
燃料損傷
／漏えい

その他

気相部
容積 [m3] 

発生エネ ルギ
[MJ] 

核燃料物 質
の濃度  

温度上昇
[℃ ] 

温度上昇
[℃ ] 

温度上昇
[℃ ] 

- - 

AC第２一 時貯留処 理槽 0.12 0.11 有意な変 動なし １℃未満 １℃未満 １℃未満 -※２ - 

AC第３一 時貯留処 理槽 0.18 0.16 有意な変 動なし １℃未満 １℃未満 １℃未満 -※２ - 

AC第７一 時貯留処 理槽 2.8 2.5 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

プルトニ ウム溶液 供給槽 0.26 0.23 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

ACプルト ニウム溶 液受槽 0.088 0.08 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

油水分離 槽 0.11 0.10 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

プルトニ ウム濃縮 缶 0.24 0.21 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

プルトニ ウム濃縮 缶供給槽 0.18 0.16 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

プルトニ ウム溶液 一時貯槽 0.19 0.17 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

プルトニ ウム濃縮 液受槽 0.13 0.12 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

リサイク ル槽 0.13 0.12 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

希釈槽 0.11 0.10 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

プルトニ ウム濃縮 液一時貯 槽  0.10 0.09 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

プルトニ ウム濃縮 液計量槽 0.13 0.12 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

プルトニ ウム濃縮 液中間貯 槽  0.13 0.12 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

硝酸プル トニウム 貯槽 0.33 0.29 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

混合槽 A 0.33 0.29 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

混合槽 B 0.33 0.29 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

一時貯槽 0.33 0.29 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

第 1高レベ ル濃縮廃 液貯槽 12 11.1 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

第 2高レベ ル濃縮廃 液貯槽 12 11.1 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

高レベル 廃液共用 貯槽 57 49.5 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ -
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※ １  有 機 溶 媒 を 保 有 す る こ と は な い 。 又 は ， 仮 に 存 在 す る 場 合 で あ っ て も 極 微 量 で あ る 。  

※ ２  水 素 爆 発 の 発 生 が 想 定 さ れ る 機 器 に お い て 燃 料 損 傷 及 び 放 射 性 物 質 の 漏 え い は 発 生 し な い 。

Ａ Ｂ ： 分 離 建 屋 ， Ａ Ｃ ： 精 製 建 屋
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2.2 連鎖の検討結果 

①水素爆発⇒臨界 

着目する現象は，水素爆発により発生するエネルギーによ

る溶液の組成変化である。 

臨界の誘発の観点では，水素爆発により発生するエネルギ

ーは数十MJ程度であることから，仮に全エネルギーが溶液に

付加されたとしても，溶液の温度上昇は数℃程度であり，溶

液中の核燃料物質の濃度が有意に変動することはないため，

臨界が発生することはない。 

②水素爆発⇒蒸発乾固 

着目する現象は，水素爆発により発生するエネルギーによ

る溶液の温度上昇である。 

蒸発乾固の誘発の観点では，水素爆発により発生するエネ

ルギーは数十MJ程度であることから，仮に全エネルギーが溶

液に付加されたとしても，溶液の温度上昇は数℃程度であり，

溶液が沸騰に至ることはない。 

③水素爆発⇒有機溶媒火災 

着目する現象は，水素爆発により発生するエネルギーによ

る溶液の温度上昇（７４℃到達）である。 

有機溶媒火災の誘発の観点では，水素爆発により発生する

エネルギーは数十MJ程度であることから，仮に全エネルギー

が溶液に付加されたとしても，溶液の温度上昇は数℃程度で

あり，火災・爆発等の反応に進展することはない。 

④水素爆発⇒ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応 
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着目する現象は，水素爆発により発生するエネルギーによ

る溶液の温度上昇（１３５℃到達）である。 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の誘発の観点では，水素

爆発により発生するエネルギーは最大でも数十MJ程度であ

ることから，仮に全エネルギーが溶液に付加されたとしても，

溶液の温度上昇は数℃程度であり，火災・爆発等の反応に進

展することはない。
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3. 水素爆発の発生防止対策及び水素爆発の拡大防止対策が機

能しない場合

起因事象発生後，水素爆発の発生防止対策及び水素爆発の

拡大防止対策が失敗し，放射性物質のセルへの導出，セル及

び高性能粒子フィルタによる放射性エアロゾルの除去に関

する対処が成功した場合を検討する。 

実際，水素爆発の発生防止対策及び水素爆発の拡大防止を

未然防止濃度（水素濃度8vol%）到達前に実施するため，機

器内に水素は蓄積しない。また，機器内に着火源は存在しな

いため，仮に水素が蓄積したとしても，水素爆発は発生しな

い。 

事象の拡大の観点から水素濃度30vol%(空気との混合で化

学量論比）の爆発を想定する。 

3.1 連鎖により発生する可能性のある重大事故等の確認するパ

ラメータ

連鎖により発生する可能性のある重大事故等の確認する

パラメータを以下に事故毎に示す。また，爆発時のエネルギ

が溶液に与える影響を第２表に示す。 

①臨界事故

水素爆発によるエネルギーが全て溶液に付加された場合

の温度上昇を評価し，溶液中の核燃料物質の濃度が未臨界濃

度を超えるかどうか確認する。また，水素爆発により機器の

形状に影響を与えるかを確認する。 

②蒸発乾固

水素爆発によるエネルギーが全て溶液に付加された場合
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の温度上昇を評価し，溶液が沸騰し，乾燥・固化に至るか確

認する。 

③溶媒火災

水素爆発によるエネルギーが全て溶媒に付加された場合

の温度上昇を評価し，火災・爆発等の反応に進展するか確認

する。 

④ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応

水素爆発によるエネルギーが全て溶媒に付加された場合

の温度上昇を評価し，火災・爆発等の反応に進展するか確認

する。 

⑤その他

水素爆発事象としての事象推移から健在化する可能性の

ある①から④以外の事象を考察する。 
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第２表 水素濃度30ｖｏｌ％の爆発時のエネルギが溶液に与える影響 

 

 

 

水素爆発 を想定す る機器  

起因事象  連鎖によ り発生す る可能性 のある重 大事故  

水素爆発  臨界  蒸発乾固  溶媒火災  ＴＢＰ  
燃料損傷  
／漏えい  

その他  

気相部  
容積 [m3] 

発生エネ ルギ  
[MJ] 

核燃料物 質の濃
度  

温度上昇  
[℃ ] 

温度上昇  
[℃ ] 

温度上昇  
[℃ ] 

- - 

中継槽 A 2.7 8.8 有意な変 動なし  １℃未満  -※１  -※１  -※２  - 

中継槽 B 2.7 8.8 有意な変 動なし  １℃未満  -※１  -※１  -※２  - 

計量前中 間貯槽 A 7.8 26 有意な変 動なし  １℃未満  -※１  -※１  -※２  - 

計量前中 間貯槽 B 7.8 26 有意な変 動なし  １℃未満  -※１  -※１  -※２  - 

計量後中 間貯槽  7.8 26 有意な変 動なし  １℃未満  -※１  -※１  -※２  - 

計量・調 整槽  7.8 26 有意な変 動なし  １℃未満  -※１  -※１  -※２  - 

計量補助 槽  1.6 5.2 有意な変 動なし  １℃未満  -※１  -※１  -※２  - 

溶解液中 間貯槽  11.1 37 有意な変 動なし  １℃未満  -※１  -※１  -※２  - 

溶解液供 給槽  2.3 7.6 有意な変 動なし  １℃未満  -※１  -※１  -※２  - 

ABプルト ニウム溶 液受槽  0.15 0.49 有意な変 動なし  １℃未満  -※１  -※１  -※２  - 

ABプルト ニウム溶 液中間貯 槽  0.15 0.49 有意な変 動なし  １℃未満  -※１  -※１  -※２  - 

抽出廃液 中間貯槽  4.1 14 有意な変 動なし  １℃未満  -※１  -※１  -※２  - 

抽出廃液 供給槽 A 18 61 有意な変 動なし  １℃未満  -※１  -※１  -※２  - 

抽出廃液 供給槽 B 18 61 有意な変 動なし  １℃未満  -※１  -※１  -※２  - 

AB第７一 時貯留処 理槽  0.020 0.065 有意な変 動なし  １℃未満  １℃未満  １℃未満  -※２  - 

AB第２一 時貯留処 理槽  0.15 0.49 有意な変 動なし  １℃未満  -※１  -※１  -※２  - 

高レベル 廃液濃縮 缶 A 31 110 有意な変 動なし  １℃程度  -※１  -※１  -※２  - 
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（つづき）

水素爆発 を想定す る機器

起因事象 連鎖によ り発生す る可能性 のある重 大事故

水素爆発 臨界 蒸発乾固 溶媒火災 ＴＢＰ
燃料損傷
／漏えい

その他

気相部容 積  
[m3] 

発生エネ ルギ  
[MJ] 

核燃料物 質
の濃度  

温度上昇
[℃ ] 

温度上昇
[℃ ] 

温度上昇
[℃ ] 

- - 

AC第２一 時貯留処 理槽 0.12 0.39 有意な変 動なし １℃未満 １℃未満 １℃未満  -※２ - 

AC第３一 時貯留処 理槽 0.18 0.59 有意な変 動なし １℃未満 １℃未満 １℃未満  -※２ - 

AC第７一 時貯留処 理槽 2.8 9.1 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

プルトニ ウム溶液 供給槽 0.26 0.85 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

ACプルト ニウム溶 液受槽 0.088 0.29 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

油水分離 槽 0.11 0.36 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

プルトニ ウム濃縮 缶 0.24 0.78 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

プルトニ ウム濃縮 缶供給槽 0.18 0.59 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

プルトニ ウム溶液 一時貯槽 0.19 0.62 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

プルトニ ウム濃縮 液受槽 0.13 0.43 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

リサイク ル槽 0.13 0.43 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

希釈槽 0.11 0.36 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

プルトニ ウム濃縮 液一時貯 槽  0.10 0.33 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

プルトニ ウム濃縮 液計量槽 0.13 0.43 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

プルトニ ウム濃縮 液中間貯 槽  0.13 0.43 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

硝酸プル トニウム 貯槽 0.33 1.1 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

混合槽 A 0.33 1.1 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

混合槽 B 0.33 1.1 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

一時貯槽 0.33 1.1 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

第 1高レベ ル濃縮廃 液貯槽 12 42 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

第 2高レベ ル濃縮廃 液貯槽 12 42 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ - 

高レベル 廃液共用 貯槽 57 190 有意な変 動なし １℃未満 -※１ -※１ -※２ -
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※ １  有 機 溶 媒 を 保 有 す る こ と は な い 。 又 は ， 仮 に 存 在 す る 場 合 で あ っ て も 極 微 量 で あ る 。  

※ ２  水 素 爆 発 の 発 生 が 想 定 さ れ る 機 器 に お い て 燃 料 損 傷 及 び 放 射 性 物 質 の 漏 え い は 発 生 し な い 。

Ａ Ｂ ： 分 離 建 屋 ， Ａ Ｃ ： 精 製 建 屋
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3.3 連鎖の検討結果

水素爆発の発生が想定される重要度高の機器に内包する溶

液は大きく以下の６種類に整理される。 

① 高レベル濃縮廃液

② Pu濃縮液（250gPu/L）

③ 溶解液

④ Pu溶液（24gPu/L）

⑤ 抽出廃液

⑥ 一時貯留処理液（有機相含む）

これらのうち，崩壊熱が大きく事象進展が比較的早い溶液は

「Pu濃縮液（250gPu/L）」である。また，放射能量が多く，事

故時の影響が比較的大きい溶液は「高レベル濃縮廃液」である。

発生が想定される事象は以下の第３表のとおりである。全溶液

の事象進展及び事象発生の可能性についての分析を次頁以降

に示す。

第３表 発生が想定される事象

臨
界

乾
固

火
災

TBP 

その他

貯槽
損傷

セル，建屋 への
水素漏え い ※

高レベル 濃縮廃液 － ○ － － ○

○  
各建屋の 水封
安全器設 置セ
ルにて

プルトニ ウム濃縮 液 ○ ○  － － ○

溶解液 ○ ○  －  －  ○

硝酸プル トニウム 溶液 ○ ○  － － ○

抽出廃液 － － － － ○

一時貯留 処理液（ 有機相含 む） ○ ○  ○  －  ○

※長期にわたり，機器内から発生する水素を拡散させた場合，水
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封安全器を介して水素がセル内および建屋内に漏えいする可能

性がある。連鎖とは観点が異なるが，想定される事象としてその

他の事象に整理する。 

 

3.3.1 高レベル濃縮廃液について 

高レベル濃縮廃液を貯蔵する機器についての事象の推移

と放射性物質の放出量の推移の概要を第１図に示す。また，

連鎖の検討結果を以下に示す。 

 

第１図 高レベル濃縮廃液に関する事象推移 

 

①水素爆発⇒臨界 

着目する現象は，水素爆発により発生するエネルギーによ

る溶液の組成変化である。 
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臨界の誘発の観点では，核分裂性の物質を含まれないこと

から，臨界に進展しない。 

②水素爆発⇒蒸発乾固

着目する現象は，水素爆発により発生するエネルギーによ

る溶液の温度上昇である。 

蒸発乾固の誘発の観点では，水素爆発により発生するエネ

ルギーは最大でも200MJ程度であることから，仮に全エネル

ギーが溶液に付加されたとしても，溶液の温度上昇は数℃程

度であり，溶液が沸騰に至ることはない。 

③水素爆発⇒有機溶媒火災

着目する現象は，水素爆発により発生するエネルギーによ

る溶液の温度上昇（７４℃到達）である。 

有機溶媒火災の誘発の観点では，有意量の有機溶媒は含ま

れないことから，火災に進展しない。 

④水素爆発⇒ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応

着目する現象は，水素爆発により発生するエネルギーによ

る溶液の温度上昇（１３５℃到達）である。 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の誘発の観点では，水素

爆発により発生するエネルギーは最大でも200MJ程度である

ことから，仮に全エネルギーが溶液に付加されたとしても，

溶液の温度上昇は数℃程度であり，火災・爆発等の反応に進

展することはない。

⑤水素爆発⇒貯槽損傷

着目する現象は，水素爆発により発生する圧力波による機
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器構造物の変形，破断である。 

水素爆発の誘発の観点では，水素濃度が高レベル濃縮廃液

貯槽で30vol%に達するまでには，310時間を要する。このた

め，水素濃度が30vol%に達することは極めて考え難いが，万

一，水素爆発が発生した場合，機器内の圧力は0.7MPa程度と

想定され，機器の健全性は維持されると考えられる。 

 

3.3.2 プルトニウム濃縮液について 

プルトニウム濃縮液を貯蔵する機器についての事象の推

移と放射性物質の放出量の推移の概要を第２図に示す。また，

連鎖の検討結果を以下に示す。 

 

第２図 プルトニウム濃縮液に関する事象推移 

 

①水素爆発⇒臨界 
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着目する現象は，水素爆発により発生するエネルギーによ

る溶液の組成変化である。 

臨界の誘発の観点では，水素爆発により発生するエネルギ

ーは1MJ程度であることから，仮に全エネルギーが溶液に付

加されたとしても，溶液の温度上昇は数℃程度であり，溶液

中の核燃料物質の濃度が有意に変動することはないため，臨

界が発生することはない。 

②水素爆発⇒蒸発乾固

着目する現象は，水素爆発により発生するエネルギーによ

る溶液の温度上昇である。 

蒸発乾固の誘発の観点では，水素爆発により発生するエネ

ルギーは1MJ程度であることから，仮に全エネルギーが溶液

に付加されたとしても，溶液の温度上昇は数℃程度であり，

溶液が沸騰に至ることはない。 

③水素爆発⇒貯槽損傷

着目する現象は，水素爆発により発生する圧力波による機

器構造物の変形，破断である。 

水素爆発の誘発の観点では，水素爆発により発生する圧力

は1～2MPa程度であるが，試験結果から機器の健全性は維持

できる。 

3.3.3 溶解液

溶解液を内蔵する機器からの連鎖については，以下の理由か

らプルトニウム濃縮液に包含される。 

① 連鎖で想定される事象が同様（臨界，乾固，貯槽損傷）で

あること
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②  水素濃度が溶解液を貯蔵する機器で30vol%に達するまでに

は，約300時間を要することから，事象が健在化しがたいこ

と 

③  爆発が発生したとしても，臨界，乾固，貯槽損傷の連鎖は

発生しないこと 

 

3.3.4 硝酸プルトニウム溶液について 

硝酸プルトニウム溶液を内蔵する機器からの連鎖につい

ては，以下の理由からプルトニウム濃縮液に包含される。 

①  連鎖で想定される事象が同様（臨界，乾固，貯槽損傷）で

あること 

②  爆発が発生したとしても，臨界，乾固，貯槽損傷の連鎖は

発生しないこと 

 

3.3.4 抽出廃液について 

抽出廃液を内蔵する機器からの連鎖については，以下の理

由から高レベル濃縮廃液に包含される。 

①  連鎖で想定される事象が同様（乾固，貯槽損傷）であるこ

と 

②  水素濃度が抽出廃液を貯蔵する機器で30vol%に達するまで

には，470時間以上を要することから，事象が健在化しがた

いこと 

③  爆発が発生したとしても，乾固，貯槽損傷の連鎖は発生し

ないこと 
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3.3.3 一時貯留処理溶液について

プルトニウム濃縮液を貯蔵する機器についての事象の推

移と放射性物質の放出量の推移の概要を第３図に示す。また，

連鎖の検討結果を以下に示す。 

第３図 一時貯留処理溶液に関する事象推移

①水素爆発⇒臨界

着目する現象は，水素爆発により発生するエネルギーによ

る溶液の組成変化である。 

臨界の誘発の観点では，水素爆発により発生するエネルギ

ーは1MJ程度であることから，仮に全エネルギーが溶液に付

加されたとしても，溶液の温度上昇は数℃程度であり，溶液

中の核燃料物質の濃度が有意に変動することはないため，臨

界が発生することはない。 

②水素爆発⇒蒸発乾固

着目する現象は，水素爆発により発生するエネルギーによ
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る溶液の温度上昇である。

蒸発乾固の誘発の観点では，水素爆発により発生するエネ

ルギーは1MJ程度であることから，仮に全エネルギーが溶液

に付加されたとしても，溶液の温度上昇は数℃程度であり，

溶液が沸騰に至ることはない。 

③水素爆発⇒有機溶媒火災

着目する現象は，水素爆発により発生するエネルギーによ

る溶液の温度上昇（７４℃到達）である。 

有機溶媒火災の誘発の観点では，水素爆発により発生する

エネルギーは1MJ程度であることから，仮に全エネルギーが

溶液に付加されたとしても，溶液の温度上昇は数℃程度であ

り，火災・爆発等の反応に進展することはない。 

また，板型貯槽に水，ドデカン及び30%水素を封入して水

素爆発させる試験を実施したが，爆発後の内部は，金属光沢

が認められた。（第４図参照）このため，ドデカンの継続的

な燃焼は起こらなかったと考えられる。 

第４図 有機溶媒を内蔵する板型貯槽の水素爆発試験結果
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④水素爆発⇒ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応 

着目する現象は，水素爆発により発生するエネルギーによ

る溶液の温度上昇（１３５℃到達）である。 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の誘発の観点では，水素

爆発により発生するエネルギーは1MJ程度であることから，

仮に全エネルギーが溶液に付加されたとしても，溶液の温度

上昇は数℃程度であり，火災・爆発等の反応に進展すること

はない。 

 

⑤水素爆発⇒貯槽損傷 

着目する現象は，水素爆発により発生する圧力波による機

器構造物の変形，破断である。 

水素爆発の誘発の観点では，水素爆発により発生する圧力

は1～2MPa程度であるが，試験結果から機器の健全性は維持

できる。 

 

3.3.4 セル内及び建屋内への水素の漏えい 

水素爆発の発生防止対策及び水素爆発の拡大防止対策が

失敗していることを想定する。 

長期にわたり，機器内から発生する水素を拡散させた場合

であり，セル導出ユニットの開放操作を行わない場合，水封

安全器を介して水素がセル内および建屋内に漏えいする可

能性がある。連鎖とは観点が異なるが，想定される事象とし

てその他の事象に整理する。 

①セル内水素爆発 

水封安全器を介してセル内に放出された水素が蓄積し，セ
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ル内水素爆発に至るか確認する。 

②建屋内水素爆発 

セルから漏えいした水素が建屋内に蓄積し，建屋内水素爆

発に至るか確認する。 

検討結果を以下に示す。 

 

(１ ) セル内水素爆発 

着目する現象は，水封安全器設置セルへ放出された水素に

よる爆発である。 

セル内水素爆発の誘発の観点では，セル内の水素濃度の上

昇は，以下に示す通り緩慢である。このため，水素濃度が可

燃限界濃度に到達する前に，換気設備の復旧対応等を行うこ

とが可能であることから，セル内水素爆発が発生する可能性

は極めて小さいと考えられる。 

 

第４表 セル内の水素濃度が４ｖｏｌ％に至る時間 

建屋 
4vol%までの時間余裕
（日） 

前処理建屋の水封安全器設置セル 60 

分離建屋の水封安全器設置セル 2 

精製建屋の水封安全器設置セル 3 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 －※ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 
の水封安全器設置セル 

89 

※水封安全器がないこと，塔槽類廃ガス処理設備の排風機は遠心

式であり間隙を有することから，水素はセル等に放出されずに主

排気筒側に拡散する。 
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(２ ) 建屋内水素爆発

着目する現象は，建屋内に漏えいした水素濃度の上昇であ

る。 

建屋内水素爆発の誘発の観点では，建屋内に漏えいした水

素が蓄積する場所を特定することは困難であるが，ここでは

各建屋の水封安全器設置セルの給気ダクト接続部屋に水素

が漏えいすることを想定して，部屋内の水素濃度が可燃限界

濃度である4vol%に達するまでの時間を評価した。結果を結

果を第５表に示す。 

時間余裕が1日程度の建屋もあるが，扉の開放により十分

な時間余裕の確保が可能である。 

この間に換気設備の復旧対応等を行うことが可能である

ことから，建屋内水素爆発が発生する可能性は極めて小さい

と考えられる。 

第５表 建屋内の水素濃度が４ｖｏｌ％に至る時間

建屋
4vol%までの時間余裕
（日）（括弧内の数値は，
扉開放時） 

前処理建屋 52 

分離建屋 1（48）

精製建屋 3(180) 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 －※

高レベル廃液ガラス固化建屋 37 

※水封安全器がないこと，塔槽類廃ガス処理設備の排風機は遠心

式であり間隙を有することから，水素はセル等に放出されずに主

排気筒側に拡散する。 
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4. まとめ

水素爆発の水素爆発の発生防止対策及び水素爆発の拡大防止

対策に失敗した場合，他事象への連鎖は無いが，セル及び建屋へ

の水素の漏えいが否定できない。ただし，水素爆発の発生防止対

策に使用する系統は，基準地震動の1.2倍の地震動を考慮した際

に機能維持できる設計とすることで，系統自身の堅牢性を十分確

保した上で，さらに信頼性を高めるための設計としているため，

発生防止対策が失敗する可能性は低い。 

また，水素爆発の拡大防止対策に使用する系統は，基準地震動

の1.2倍の地震動を考慮した際に機能維持できる設計とすること

で，系統自身の堅牢性を十分確保した上で，さらに信頼性を高め

るための設計としているため，水素爆発の拡大防止対策が失敗す

る可能性は低い。 

水素掃気機能喪失の継続により，セル及び建屋への水素の漏え

いが発生する可能性は低い。万一，セル及び建屋への水素の漏え

いが発生したとしても，扉の開放や換気機能の復旧により対処が

可能である。 
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８．放射線分解により発生する水素による

爆発への対処  
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第１図 精製建屋の放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための設備の系統概要図

導出先セル

主排気筒

可搬型フィルタ

可搬型
排風機

（建屋境界）

対象機器※１

手動圧縮
空気ユニット

予備圧縮
空気ユニット

可搬型
空気圧縮機

前処理建屋の
安全圧縮空気系から

逆止弁
系統構成に
ついては同左

系統構成に
ついては同左

導出先セル

水封安全器

排風機

可搬型発電機

可搬型重大事故等対処設備（可搬型ホース等以外）

常設重大事故等対処設備

可搬型重大事故等対処設備（可搬型ホース等）

弁・ダンパ（開）

弁・ダンパ（閉止）

接続口

※１ プルトニウム溶液供給槽※３
抽出塔※２
核分裂生成物洗浄塔※２
逆抽出塔※２
ウラン洗浄塔※２
ＴＢＰ洗浄器※２
補助油水分離槽※２
プルトニウム溶液受槽※３
油水分離槽※３
プルトニウム濃縮缶供給槽※３
プルトニウム溶液一時貯槽※３
プルトニウム濃縮缶
プルトニウム濃縮液受槽※３
リサイクル槽※３
希釈槽※３
プルトニウム濃縮液一時貯槽※３
プルトニウム濃縮液計量槽※３
プルトニウム濃縮液中間貯槽※３
第１一時貯留処理槽※２
第２一時貯留処理槽※３
第３一時貯留処理槽※３
第４一時貯留処理槽※２
第７一時貯留処理槽

※２ 水素爆発を想定しても重大事故とならない機器
※３ 手動圧縮空気ユニットからの圧縮空気の供給対象機器

圧縮空気貯槽

高性能粒子
フィルタ

補8-21-1
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第２図 ｢精製建屋の水素掃気機能喪失事故｣の圧縮空気の供給に使用する接続口配置図（地下１階） 

① 

発生防止 発生防止 拡大防止 拡大防止

第１接続口 第２接続口 第１接続口 第２接続口

精製建屋
水素爆発

プルトニウム溶液供給槽

地上１階
②

地上２階
④

地上１階
③

地上２階
④

抽出塔

－ － －

核分裂生成物洗浄塔

逆抽出塔

ウラン洗浄塔

補助油水分離槽

ＴＢＰ洗浄器

プルトニウム溶液受槽

地上２階
④

地上１階
③

地上２階
④

油水分離槽

プルトニウム濃縮缶供給
槽
プルトニウム溶液一時貯
槽
プルトニウム濃縮缶 地上３階

⑤
地上４階

①
地上３階

⑤
プルトニウム濃縮液受槽

地下１階
①

地上１階
③

地下１階
①

プルトニウム濃縮液一時
貯槽
プルトニウム濃縮液計量
槽
リサイクル槽

希釈槽

プルトニウム濃縮液中間
貯槽
第１一時貯留処理槽 － － －

第２一時貯留処理槽 地上２階
④

地上１階
③

地上２階
④

第３一時貯留処理槽 地下１階
①

地上１階
③

地下１階
②

第４一時貯留処理槽 － － －

第７一時貯留処理槽 地上２階
④

地上４階
①

地上２階
②

補 8-21-2 
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第３図 ｢精製建屋の水素掃気機能喪失事故｣の圧縮空気の供給に使用する接続口配置図（地上１階） 

② 

③ 

発生防止 発生防止 拡大防止 拡大防止

第１接続口 第２接続口 第１接続口 第２接続口

精製建屋
水素爆発

プルトニウム溶液供給槽

地上１階
②

地上２階
④

地上１階
③

地上２階
④

抽出塔

－ － －

核分裂生成物洗浄塔

逆抽出塔

ウラン洗浄塔

補助油水分離槽

ＴＢＰ洗浄器

プルトニウム溶液受槽

地上２階
④

地上１階
③

地上２階
④

油水分離槽

プルトニウム濃縮缶供給
槽
プルトニウム溶液一時貯
槽
プルトニウム濃縮缶 地上３階

⑤
地上４階

①
地上３階

⑤
プルトニウム濃縮液受槽

地下１階
①

地上１階
③

地下１階
①

プルトニウム濃縮液一時
貯槽

プルトニウム濃縮液計量
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第４図 ｢精製建屋の水素掃気機能喪失事故｣の圧縮空気の供給に使用する接続口配置図（地上２階） 
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第５図 ｢精製建屋の水素掃気機能喪失事故｣の圧縮空気の供給に使用する接続口配置図（地上３階） 
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第６図 ｢精製建屋の水素掃気機能喪失事故｣の圧縮空気の供給に使用する接続口配置図（地上４階） 
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第７図「地震発生による全交流電源の喪失に伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の発生防止対策のアクセスルート

（水素爆発を未然に防止するための空気の供給）（地下１階）

操作場所

補 8-21-7 
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第８図「地震発生による全交流電源の喪失に伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の発生防止対策のアクセスルート

（水素爆発を未然に防止するための空気の供給）（地上１階）

操作場所

補 8-21-8 
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第９図「地震発生による全交流電源の喪失に伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の発生防止対策のアクセスルート

（水素爆発を未然に防止するための空気の供給）（地上２階）

操作場所

補 8-21-9 

425



 
 

第 10 図「地震発生による全交流電源の喪失に伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の発生防止対策のアクセスルート 

（水素爆発を未然に防止するための空気の供給）（地上３階） 

 

操作場所 

補 8-21-10 

426



第 11 図「地震発生による全交流電源の喪失に伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の拡大防止対策のアクセスルート

（水素爆発の再発を防止するための空気の供給）（地下１階）

操作場所

補 8-21-11 

427



 

 

第 12 図「地震発生による全交流電源の喪失に伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の拡大防止対策のアクセスルート 

（水素爆発の再発を防止するための空気の供給）（地上１階） 

 

操作場所 

補 8-21-12 

428



第 13 図「地震発生による全交流電源の喪失に伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の拡大防止対策のアクセスルート

（水素爆発の再発を防止するための空気の供給）（地上２階）

操作場所

補 8-21-13 

429



第 14 図「地震発生による全交流電源の喪失に伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の拡大防止対策のアクセスルート

（水素爆発の再発を防止するための空気の供給）（地上３階）

操作場所

補 8-21-14 

430



 

 

第 15 図「地震発生による全交流電源の喪失に伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の拡大防止対策のアクセスルート 

（水素爆発の再発を防止するための空気の供給）（地上４階） 

操作場所 

補 8-21-15 

431



 

 

第 16 図「地震発生による全交流電源の喪失に伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の拡大防止対策のアクセスルート 

（水素爆発の再発を防止するための空気の供給）（地下１階） 

 

操作場所 

補 8-21-16 

432



第 17 図「地震発生による全交流電源の喪失に伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の拡大防止対策のアクセスルート

（水素爆発の再発を防止するための空気の供給）（地上１階）

操作場所

補 8-21-17 

433



 
 

第 18 図「地震発生による全交流電源の喪失に伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の拡大防止対策のアクセスルート 

（水素爆発の再発を防止するための空気の供給）（地上２階） 

 

操作場所 

補 8-21-18 

434



第 19 図「地震発生による全交流電源の喪失に伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の拡大防止対策のアクセスルート

（水素爆発の再発を防止するための空気の供給）（地上３階）

操作場所

補 8-21-19 

435



 

 

第 20 図「地震発生による全交流電源の喪失に伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の拡大防止対策のアクセスルート 

（水素爆発の再発を防止するための空気の供給）（地上４階） 

操作場所 

補 8-21-20 

436



第 21 図「地震発生による全交流電源の喪失に伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の拡大防止対策のアクセスルート

（放出低減対策）（地下２階）

補 8-21-21 

437



第 22 図「地震発生による全交流電源の喪失に伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の拡大防止対策のアクセスルート

（放出低減対策）（地下１階）

操作場所

補 8-21-22 

438



第 23 図「地震発生による全交流電源の喪失に伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の拡大防止対策のアクセスルート

（放出低減対策）（地上１階）

操作場所

補 8-21-23 

439



第 24 図「地震発生による全交流電源の喪失に伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の拡大防止対策のアクセスルート

（放出低減対策）（地上２階）

操作場所

補 8-21-24 

440



第 25 図「地震発生による全交流電源の喪失に伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の拡大防止対策のアクセスルート

（放出低減対策）（地上３階）

補 8-21-25 

441



 
 

第 26 図「地震発生による全交流電源の喪失に伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の拡大防止対策のアクセスルート 

（放出低減対策）（地上４階） 

 

操作場所 

補 8-21-26 

442



 
 

第 27 図「地震発生による全交流電源の喪失に伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の拡大防止対策のアクセスルート 

（放出低減対策）（地上５階） 

操作場所 

補 8-21-27 

443



①

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート

対象機器 接続箇所

－ ①

第28図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の
発生防止対策（手動圧縮空気ユニット供給）の建屋内ホース敷設ルート
（南１ルート及び南２ルート）（地下１階）

②

対象貯槽 接続口

プルトニウム溶液供給槽
プルトニウム溶液受槽

油水分離槽
プルトニウム濃縮缶供給槽
プルトニウム溶液一時貯槽
プルトニウム濃縮液受槽

リサイクル槽
希釈槽

プルトニウム濃縮液一時貯槽
プルトニウム濃縮液計量槽
プルトニウム濃縮液中間貯槽

第２一時貯留処理槽
第３一時貯留処理槽

②

補8-21-28
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第29図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の
発生防止対策（個別供給）の建屋内ホース敷設ルート（第１接続口）
（南１ルート）（地上１階）

対象貯槽 接続箇所

－ ①

－ ②

①

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート

②

③

対象貯槽 接続口

プルトニウム溶液供給槽
抽出塔

核分裂生成物洗浄塔
逆抽出塔

ウラン洗浄塔
補助油水分離槽
ＴＢＰ洗浄器

プルトニウム溶液受槽
油水分離槽

プルトニウム濃縮缶供給槽
プルトニウム溶液一時貯槽

プルトニウム濃縮缶
プルトニウム濃縮液受槽

リサイクル槽
希釈槽

プルトニウム濃縮液一時貯槽
プルトニウム濃縮液計量槽
プルトニウム濃縮液中間貯槽

第１一時貯留処理槽
第２一時貯留処理槽
第３一時貯留処理槽
第４一時貯留処理槽
第７一時貯留処理槽

③

補8-21-29
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①

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート

第30図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の
発生防止対策（個別供給）の建屋内ホース敷設ルート（第１接続口）
（南２ルート）（地上１階）

②

③

対象貯槽 接続箇所

－ ①

－ ②

対象貯槽 接続口

プルトニウム溶液供給槽
抽出塔

核分裂生成物洗浄塔
逆抽出塔

ウラン洗浄塔
補助油水分離槽
ＴＢＰ洗浄器

プルトニウム溶液受槽
油水分離槽

プルトニウム濃縮缶供給槽
プルトニウム溶液一時貯槽

プルトニウム濃縮缶
プルトニウム濃縮液受槽

リサイクル槽
希釈槽

プルトニウム濃縮液一時貯槽
プルトニウム濃縮液計量槽
プルトニウム濃縮液中間貯槽

第１一時貯留処理槽
第２一時貯留処理槽
第３一時貯留処理槽
第４一時貯留処理槽
第７一時貯留処理槽

③

補8-21-30
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①

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート

対象貯槽 接続箇所

－ ①

－ ②

第31図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の
発生防止対策（個別供給）の建屋内ホース敷設ルート（第２接続口）
（南１ルート）（地上１階）

②

③

対象貯槽 接続口

プルトニウム溶液供給槽
プルトニウム溶液受槽

油水分離槽
プルトニウム濃縮缶供給槽
プルトニウム溶液一時貯槽
プルトニウム濃縮液受槽

リサイクル槽
希釈槽

プルトニウム濃縮液一時貯槽
プルトニウム濃縮液計量槽
プルトニウム濃縮液中間貯槽

第１一時貯留処理槽
第２一時貯留処理槽
第３一時貯留処理槽
第４一時貯留処理槽
第７一時貯留処理槽

③

補8-21-31
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①

第32図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の
発生防止対策（個別供給）の建屋内ホース敷設ルート（第２接続口）
（南１ルート）（地上４階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート

対象貯槽 接続箇所

－ ①

※１未臨界確保設備を共用する接続口

②③

対象貯槽 接続口

プルトニウム濃縮缶槽 ②

第７一時貯留処理槽 ③※１

補8-21-32
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①

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート

第33図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の
発生防止対策（個別供給）の建屋内ホース敷設ルート（第２接続口）
（南２ルート）（地上１階）

②

③

対象貯槽 接続箇所

－ ①

－ ②

対象貯槽 接続口

プルトニウム溶液供給槽
プルトニウム溶液受槽

油水分離槽
プルトニウム濃縮缶供給槽
プルトニウム溶液一時貯槽
プルトニウム濃縮液受槽

リサイクル槽
希釈槽

プルトニウム濃縮液一時貯槽
プルトニウム濃縮液計量槽
プルトニウム濃縮液中間貯槽

第１一時貯留処理槽
第２一時貯留処理槽
第３一時貯留処理槽
第４一時貯留処理槽
第７一時貯留処理槽

③

補8-21-33
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第34図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の
発生防止対策（個別供給）の建屋内ホース敷設ルート（第２接続口）
（南２ルート）（地上４階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート

①

②③

対象貯槽 接続箇所

－ ①

※１未臨界確保設備を共用する接続口

対象貯槽 接続口

プルトニウム濃縮缶槽 ②

第７一時貯留処理槽 ③※１

補8-21-34
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①

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート

対象貯槽 接続箇所

－ ①

第35図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第１接続口）（南１ルート）（地下１階）

②

対象貯槽 接続口

プルトニウム濃縮液受槽
リサイクル槽

希釈槽
プルトニウム濃縮液一時貯槽
プルトニウム濃縮液計量槽
プルトニウム濃縮液中間貯槽

第３一時貯留処理槽

②

補8-21-35
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第36図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第１接続口）（南１ルート）（地上１階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート

対象貯槽 接続箇所

－ ①

①

補8-21-36
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第37図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第１接続口）（南１ルート）（地上２階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート

対象貯槽 接続箇所

－ ①

① ②

対象貯槽 接続口

プルトニウム溶液供給槽
プルトニウム溶液受槽

油水分離槽
プルトニウム濃縮缶供給槽

第２一時貯留処理槽
第７一時貯留処理槽

②

補8-21-37
453



①

第38図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第１接続口）（南１ルート）（地上３階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート

対象貯槽 接続箇所

－ ①

②

対象貯槽 接続口

プルトニウム溶液一時貯槽
プルトニウム濃縮缶

②

補8-21-38
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第39図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第１接続口）（南２ルート）（地下１階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート

① ②

対象貯槽 接続箇所

－ ①

対象貯槽 接続口

プルトニウム濃縮液受槽
リサイクル槽

希釈槽
プルトニウム濃縮液一時貯槽
プルトニウム濃縮液計量槽
プルトニウム濃縮液中間貯槽

第３一時貯留処理槽

②

補8-21-39
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第40図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第１接続口）（南２ルート）（地上１階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート

対象貯槽 接続箇所

－ ①

①

補8-21-40
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第41図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第１接続口）（南２ルート）（地上２階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート

① ②

対象貯槽 接続箇所

－ ①

対象貯槽 接続口

プルトニウム溶液供給槽
プルトニウム溶液受槽

油水分離槽
プルトニウム濃縮缶供給槽

第２一時貯留処理槽
第７一時貯留処理槽

②

補8-21-41
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第42図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第１接続口）（南２ルート）（地上３階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート

① ②

対象貯槽 接続箇所

－ ①

対象貯槽 接続口

プルトニウム溶液一時貯槽
プルトニウム濃縮缶

②

補8-21-42
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：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート

第43図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第２接続口）（南１ルート）（地下１階）

対象貯槽 接続箇所

－ ①

対象貯槽 接続口

プルトニウム濃縮液受槽
リサイクル槽

希釈槽
プルトニウム濃縮液一時貯槽
プルトニウム濃縮液計量槽
プルトニウム濃縮液中間貯槽

第３一時貯留処理槽

②

① ②

補8-21-43
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：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート

対象貯槽 接続箇所

－ ①

①

第44図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第２接続口）（南１ルート）（地上１階）

補8-21-44
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：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート

第45図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第２接続口）（南１ルート）（地上２階）

対象貯槽 接続箇所

－ ①

対象貯槽 接続口

プルトニウム溶液供給槽
プルトニウム溶液受槽

油水分離槽
プルトニウム濃縮缶供給槽

第２一時貯留処理槽
第７一時貯留処理槽

②

① ②

補8-21-45
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第46図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第２接続口）（南１ルート）（地上３階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート

対象貯槽 接続箇所

－ ①

対象貯槽 接続口

プルトニウム溶液一時貯槽
プルトニウム濃縮缶

②

① ②

補8-21-46
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：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート

第47図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第２接続口）（南２ルート）（地下１階）

対象貯槽 接続箇所

－ ①

対象貯槽 接続口

プルトニウム濃縮液受槽
リサイクル槽

希釈槽
プルトニウム濃縮液一時貯槽
プルトニウム濃縮液計量槽
プルトニウム濃縮液中間貯槽

第３一時貯留処理槽

②

① ②

補8-21-47
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：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート

対象貯槽 接続箇所

－ ①

①

第48図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第２接続口）（南２ルート）（地上１階）

補8-21-48
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第49図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第２接続口）（南２ルート）（地上２階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート

対象貯槽 接続箇所

－ ①

対象貯槽 接続口

プルトニウム溶液供給槽
プルトニウム溶液受槽

油水分離槽
プルトニウム濃縮缶供給槽

第２一時貯留処理槽
第７一時貯留処理槽

②

① ②

補8-21-49
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：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート

第50図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第２接続口）（南２ルート）（地上３階）

対象貯槽 接続箇所

－ ①

対象貯槽 接続口

プルトニウム溶液一時貯槽
プルトニウム濃縮缶

②

① ②

補8-21-50
466



第51図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う精製建屋の水素掃気機能喪失事故」の
異常な水準の放出防止対策の可搬型ダクト敷設ルート（南１ルート及び南２ルート）
（地上４階）

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート

①

②

対象機器 接続箇所

－ ①及び②

補8-21-51
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第52図 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機からの給電に係る精製建屋内
可搬型電源ケーブル敷設ルート（第１接続口及び第２接続口）（地上１階）

対象機器 接続口

－ ①または②

①

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：敷設ルート 南２

：敷設ルート 南１

②

補8-21-52
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第53図　可搬型電源ケーブル敷設ルート　屋外（第１接続口及び第２接続口） 469

j2160005
ノート注釈
j2160005 : Unmarked

j2160005
テキストボックス
補8-21-53



第54図 溢水ハザードマップ 精製建屋（地下３階）

補8-21-54
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第55図 溢水ハザードマップ 精製建屋（地下２階）

補8-21-55
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第56図 溢水ハザードマップ 精製建屋（地下１階）

補8-21-56
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第57図 溢水ハザードマップ 精製建屋（地上１階）

補8-21-57
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第58図 溢水ハザードマップ 精製建屋（地上２階）

補8-21-58
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第59図 溢水ハザードマップ 精製建屋（地上３階）

補8-21-59
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第60図 溢水ハザードマップ 精製建屋（地上４階）

補8-21-60
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第61図 溢水ハザードマップ 精製建屋（地上５階）

補8-21-61
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第62図 溢水ハザードマップ 精製建屋（屋上階）

補8-21-62
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第63図 化学薬品ハザードマップ 精製建屋（地下３階）

補8-21-63
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第64図 化学薬品ハザードマップ 精製建屋（地下２階）

補8-21-64
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第65図 化学薬品ハザードマップ 精製建屋（地下１階）

補8-21-65
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第66図 化学薬品ハザードマップ 精製建屋（地上１階）

補8-21-66
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第67図 化学薬品ハザードマップ 精製建屋（地上２階）

補8-21-67
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第68図 化学薬品ハザードマップ 精製建屋（地上３階）

補8-21-68
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第69図 化学薬品ハザードマップ 精製建屋（地上４階）

補8-21-69
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第70図 化学薬品ハザードマップ 精製建屋（地上５階）

補8-21-70
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第71図 化学薬品ハザードマップ 精製建屋（屋上階）

補8-21-71
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第72図 機器による火災ハザードマップ 精製建屋（地下３階）

補8-21-72
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第73図 機器による火災ハザードマップ 精製建屋（地下２階）

補8-21-73
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第74図 機器による火災ハザードマップ 精製建屋（地下１階）

補8-21-74
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第75図 機器による火災ハザードマップ 精製建屋（地上１階）

補8-21-75
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第76図 機器による火災ハザードマップ 精製建屋（地上２階）

補8-21-76
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第77図 機器による火災ハザードマップ 精製建屋（地上３階）

補8-21-77
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第78図 機器による火災ハザードマップ 精製建屋（地上４階）

補8-21-78
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第79図 機器による火災ハザードマップ 精製建屋（地上５階）

補8-21-79
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第80図 機器による火災ハザードマップ 精製建屋（屋上階）

補8-21-80
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第81図 可燃性物質による火災ハザードマップ 精製建屋（地下３階）

：可搬型重大事故等対処設備保管場所

補8-21-81
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第82図 可燃性物質による火災ハザードマップ 精製建屋（地下２階）

：可搬型重大事故等対処設備保管場所

補8-21-82
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第83図 可燃性物質による火災ハザードマップ 精製建屋（地下１階）

：可搬型重大事故等対処設備保管場所

補8-21-83
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第84図 可燃性物質による火災ハザードマップ 精製建屋（地上１階）

：可搬型重大事故等対処設備保管場所

補8-21-84
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第85図 可燃性物質による火災ハザードマップ 精製建屋（地上２階）

：可搬型重大事故等対処設備保管場所

補8-21-85
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第86図 可燃性物質による火災ハザードマップ 精製建屋（地上３階）

：可搬型重大事故等対処設備保管場所

補8-21-86
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第88図 可燃性物質による火災ハザードマップ 精製建屋（地上５階）

：可搬型重大事故等対処設備保管場所

補8-21-88
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第89図 可燃性物質による火災ハザードマップ 精製建屋（屋上階）

：可搬型重大事故等対処設備保管場所

補8-21-89
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※１ 硝酸プルトニウム貯槽
混合槽Ａ
混合槽Ｂ
一時貯槽

第90図 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための設備の
系統概要図

導出先セル

主排気筒

可搬型フィルタ

可搬型排風機

可搬型
空気圧縮機

（建屋境界）

系統構成に
ついては同左

対象機器※１

前処理建屋の代替安全圧縮空気系
の水素掃気用安全圧縮空気系から

圧縮空気
ユニット

予備圧縮空
気ユニット

手動圧縮空
気ユニット

可搬型重大事故等対処設備（可搬型ホース等以外）

常設重大事故等対処設備

可搬型重大事故等対処設備（可搬型ホース等）

弁・ダンパ（開）

弁・ダンパ（閉止）

接続口

可搬型発電機

排風機

逆止弁

系統構成に
ついては同左

高性能粒子
フィルタ

補8-21-90
505



第 91 図 ｢ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故｣の圧縮空気の供給に使用する接続口配置

図（地上１階） 

補 8-21-91 506については核不拡散の観点から公開できません。



第 92 図 ｢ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故｣の圧縮空気の供給に使用する接続口配置図 

（地上２階） 

補 8-21-92 
507については核不拡散の観点から公開できません。



第 93 図「地震発生による全交流電源の喪失に伴うウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故」の発生防止対策のアクセスルート

（水素爆発を未然に防止するための空気の供給）（地下１階）

補 8-21-93 
508

については核不拡散の観点から公開できません。



第 94 図「地震発生による全交流電源の喪失に伴うウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故」の発生防止対策のアクセスルート

（水素爆発を未然に防止するための空気の供給）（地上１階）

補 8-21-94 509

については核不拡散の観点から公開できません。



第 95 図「地震発生による全交流電源の喪失に伴うウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故」の発生防止対策のアクセスルート

（水素爆発を未然に防止するための空気の供給）（地上２階）

補 8-21-95 513510

については核不拡散の観点から公開できません。



第 96 図「地震発生による全交流電源の喪失に伴うウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故」の拡大防止対策のアクセスルート

（水素爆発の再発を防止するための空気の供給）（地上１階）

補 8-21-96 511

については核不拡散の観点から公開できません。



第 97 図「地震発生による全交流電源の喪失に伴うウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故」の拡大防止対策のアクセスルート

（水素爆発の再発を防止するための空気の供給）（地上２階）

補 8-21-97 515512

については核不拡散の観点から公開できません。



第 98 図「地震発生による全交流電源の喪失に伴うウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故」の拡大防止対策のアクセスルート

（放出低減対策）（地下２階）

補 8-21-98 
513

については核不拡散の観点から公開できません。



第 99 図「地震発生による全交流電源の喪失に伴うウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故」の拡大防止対策のアクセスルート

（放出低減対策）（地下１階）

補 8-21-99 
514

については核不拡散の観点から公開できません。



第 100 図「地震発生による全交流電源の喪失に伴うウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故」の拡大防止対策のアクセスルート

（放出低減対策）（地上１階）

補 8-21-100 
515

については核不拡散の観点から公開できません。



第 101 図「地震発生による全交流電源の喪失に伴うウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故」の拡大防止対策のアクセスルート

（放出低減対策）（地上２階）

補 8-21-101 
516

については核不拡散の観点から公開できません。



第102図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴うウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故」の
発生防止対策（手動圧縮空気ユニット供給）の建屋内ホース敷設ルート（東ルート及び西ルート）（地上１階）

：敷設ルート

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

①②

対象機器 接続箇所

― ①

対象貯槽 接続口

硝酸プルトニウム貯槽

②
混合槽Ａ

混合槽Ｂ

一時貯槽

補8-21-102
517



第103図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴うウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故」の
発生防止対策（個別供給）の建屋内ホース敷設ルート（第１接続口）（東ルート）（地上１階）

②

：敷設ルート

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

①

対象機器 接続箇所

― ①及び②

③

対象貯槽 接続口

硝酸プルトニウム貯槽

③
混合槽Ａ

混合槽Ｂ

一時貯槽

補8-21-103
518



：敷設ルート

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

②

第104図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴うウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故」の
発生防止対策（個別供給）の建屋内ホース敷設ルート（第１接続口）（西ルート）（地上１階）

①

③

対象機器 接続箇所

― ①及び②

対象貯槽 接続口

硝酸プルトニウム貯槽

③
混合槽Ａ

混合槽Ｂ

一時貯槽

補8-21-104
519



第105図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴うウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故」の
発生防止対策（個別供給）の建屋内ホース敷設ルート（第２接続口）（東ルート）（地上１階）

：敷設ルート

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

①

対象機器 接続箇所

― ①

補8-21-105

520



：敷設ルート

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

第106図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴うウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故」の
発生防止対策（個別供給）の建屋内ホース敷設ルート（第２接続口）（東ルート）（地上２階）

対象機器 接続箇所

― ①

対象貯槽 接続口

硝酸プルトニウム貯槽

②
混合槽Ａ

混合槽Ｂ

一時貯槽

②
①

補8-21-106
521



：敷設ルート

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

第107図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴うウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故」の
発生防止対策（個別供給）の建屋内ホース敷設ルート（第２接続口）（西ルート）（地上１階）

①

対象機器 接続箇所

― ①

補8-21-107
522



：敷設ルート

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

第108図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴うウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故」の
発生防止対策（個別供給）の建屋内ホース敷設ルート（第２接続口）（西ルート）（地上２階）

対象機器 接続箇所

― ①

対象貯槽 接続口

硝酸プルトニウム貯槽

②
混合槽Ａ

混合槽Ｂ

一時貯槽

②

①

補8-21-108
523



：敷設ルート

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

第109図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴うウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第１接続口）（東ルート）（地上１階）

①

②③

対象機器 接続箇所

― ①及び②

対象貯槽 接続口

硝酸プルトニウム貯槽

③
混合槽Ａ

混合槽Ｂ

一時貯槽

補8-21-109
524



：敷設ルート

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

①

第110図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴うウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第１接続口）（西ルート）（地上１階）

②

対象機器 接続箇所

― ①及び②

対象貯槽 接続口

硝酸プルトニウム貯槽

③
混合槽Ａ

混合槽Ｂ

一時貯槽

補8-21-110

③

525



：敷設ルート

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

第111図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴うウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第２接続口）（東ルート）（地上１階）

①

対象機器 接続箇所

― ①

補8-21-111
526



：敷設ルート

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

②
①

第112図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴うウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故」
の

拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第２接続口）（東ルート）（地上２階）

対象機器 接続箇所

― ①

対象貯槽 接続口

硝酸プルトニウム貯槽

②
混合槽Ａ

混合槽Ｂ

一時貯槽

補8-21-112
527



：敷設ルート

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

第113図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴うウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第２接続口）（西ルート）（地上１階）

①

対象機器 接続箇所

― ①

補8-21-113
528



：敷設ルート

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

②

①

第114図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴うウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故」の
拡大防止対策の建屋内ホース敷設ルート（第２接続口）（西ルート）（地上２階）

対象機器 接続箇所

― ①

対象貯槽 接続口

硝酸プルトニウム貯槽

②
混合槽Ａ

混合槽Ｂ

一時貯槽

補8-21-114
529



第115図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴うウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故」の
異常な水準の放出防止対策の可搬型ダクト敷設ルート（東ルート及び西ルート）（地下２階）

：敷設ルート

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

対象機器 接続箇所

－ ①及び②

①

②

補8-21-115
530



第116図 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機からの給電に係るウラン・プルトニウム混合脱硝建屋内
可搬型電源ケーブル敷設ルート（第１接続口及び第２接続口）（地上１階）

補8-21-116
531

については核不拡散の観点から公開できません。



第117図　可搬型電源ケーブル敷設ルート　屋外（第１接続口及び第２接続口） 532

j2160005
ノート注釈
j2160005 : Unmarked

j2160005
テキストボックス
補8-21-117



第118図 溢水ハザードマップ ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋（地下２階）

補8-21-118
533

については核不拡散の観点から公開できません。



第119図 溢水ハザードマップ ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋（地下１階）

補8-21-119
534

については核不拡散の観点から公開できません。



第120図 溢水ハザードマップ ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋（地上１階）

補8-21-120
535

については核不拡散の観点から公開できません。



第121図 溢水ハザードマップ ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋（地上２階）

補8-21-121
536

については核不拡散の観点から公開できません。



補8－21－122
537

については核不拡散の観点から公開できません。
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テキストボックス
第122図�化学薬品ハザードマップ　ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋（地下２階）



補8－21－123
538

については核不拡散の観点から公開できません。

j1970035
テキストボックス
第123図�化学薬品ハザードマップ　ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋（地下１階）



補8－21－124
539

については核不拡散の観点から公開できません。

j1970035
テキストボックス
第124図�化学薬品ハザードマップ　ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋（地上１階）



補8－21－125
540

については核不拡散の観点から公開できません。

j1970035
テキストボックス
第125図�化学薬品ハザードマップ　ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋（地上２階）



補8－21－126
541

については核不拡散の観点から公開できません。

j1970035
テキストボックス
第126図�機器による火災ハザードマップ　ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋（地下２階）



補8－21－127
542

については核不拡散の観点から公開できません。

j1970035
テキストボックス
第127図�機器による火災ハザードマップ　ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋（地下１階）



補8－21－128
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については核不拡散の観点から公開できません。

j1970035
テキストボックス
第128図�機器による火災ハザードマップ　ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋（地上１階）



補8－21－129 544

については核不拡散の観点から公開できません。

j1970035
テキストボックス
第129図�機器による火災ハザードマップ　ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋（地上２階）
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